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[本稿の目的] 
わが国は、現在ある意味で国際財務報告基準（IFRS）の導入過程であり、その IFRS で
さえ日々変化を遂げている。リース会計は、資産・負債のとらえ方や、収益認識など、様々
な論点を含んでおり、リース会計を研究することによって、様々な角度から会計について
考えられるのではないか。それゆえ私はリース会計を研究テーマとして掲げる。  
リース会計基準に関して、国際会計基準審議会(IASB)と米国財務会計基準審議会(FASB)
は共同プロジェクトを実施しており、2010 年 8 月に公開草案(ED)が公表された。現行基
準においては、国際的にもファイナンス・リースとオペレーティング・リースの二分化に
より、借手(レッシー)側でオペレーティング・リースにはオンバランスが要求されていな
い。しかし、この ED における新しい会計モデルは、使用権モデルの採用によって、ファ
イナンス・リースとオペレーティング・リースの二分化を廃止し、ほとんどすべてのリー
ス契約にオンバランスを求めることを提案している。さらに、貸手(レッサー)側にはハイ
ブリッドモデルを提案している。このような新しい会計モデルは妥当といえるのか。この
点を問題意識として捉え、論文を展開していきたい。 
そこで、本稿では、まずわが国におけるリース会計の現状分析として IAS 第 17 号「リ
ース」との比較を行う。次にリース会計基準を巡る国際的動向について、歴史を追って説
明し、ED において提案された新しい会計モデルを理解する。その上で分析を行うことが
本論文の主目的である。ED 適用による経済的な影響を予測し、ED で提案された新しい会
計モデルと他の会計基準との整合性を検証した上で、ED の妥当性を検討する。そして最
終的に ED に対しての立場を明らかにし、新しいリース会計基準はどのような姿であるべ
きかを提案する。 
 
[本稿の内容] 
本稿の論文構成と各章における論旨は、次のとおりである。 
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序章 
序章では、まず私がリース会計基準を研究のテーマとして掲げた理由を説明したい。そ
の上で、この論文の問題意識を明確にし、論文の構成を概観したい。 
 
第 1 章 リースを取り巻く現状分析 
第 1 章では、現状分析を主目的とする。まずわが国のリース産業の現状を概観し、リー
ス取引とはどういうものなのかを会計的な話に入る前に、明らかにしたい。その上でわが
国におけるリース取引の現行上の定義と会計処理方法を概観し、現行の IAS 第 17 号と比
較をしたい。そして、コンバージェンスの一環として行われた 2007 年(平成 19 年)の基準
改正の主な論点を整理し、その経済的影響はどのようなものであったかを説明する。  
 
 
第 2 章 リースをめぐる国際的動向 
第 2 章では、リース会計基準をめぐる国際的な動向について、歴史を追って説明したい。
国際的な現行基準(IAS 第 17 号・SFAS 第 13 号)においては、リースをファイナンス・リ
ースとオペレーティング・リースとに二分して別々の会計処理を求めており、この点に関
しては、わが国でもコンバージェンスを成し遂げている。しかし、今後わが国はさらなる
コンバージェンスを求められることになる。なぜなら、ファイナンス・リース、オペレー
ティング・リースの二分化を廃止し、ほとんどすべてのリース契約に統一的に売買処理(オ
ンバランス)を求めようとしている国際的な動向があるためである。このオンバランス化の
根底にはレッシー側に使用権モデルという新しい会計モデルの採用がある。この国際的動
向について、G4＋1 によるポジション・ペーパー、SEC によるスタッフ・ペーパーを紹介
し、さらに尐数派意見であったが検討された総資産モデルも紹介する。その上で、
IASB/FASB の共同プロジェクトについて説明する。なお、新しい会計モデルについての
詳細は 2010 年 8 月に IASB/FASB より公表された ED を基に説明する。 
 
 
第 3 章 ED の考察 
 第 3 章では、最終章における「新しいリース会計基準の提言」につながるように、ED
において提案された新しい会計モデルの是非について分析を加えて検討していきたい。ま
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ず、ED の提案を適用された場合にもたらされるであろう影響について予想したい。その
中で、期待される好影響および懸念される悪影響という観点に絞って検討する。次に、ED
で提案されている新しい会計モデルが他の会計基準との整合性を保ったものであるかを、
レッシー側の使用権モデルとレッサー側のハイブリッドモデルとに分けて分析する。具体
的には、レッシー側においては、負債サイドに注目して考察を行う。将来発生の事象であ
るため見積りの介入、すなわち、当初認識・測定時に不確実性の評価を行う必要のある、
資産除去債務と退職給付債務を比較対象とし、分析を行う。さらに、レッサー側の会計モ
デルの整合性をレッシー側の会計モデルおよび 2010 年 6 月に IASB/FASB より公表され
た公開草案「顧客との契約から生じる収益」（収益認識 ED）との比較という観点から検討
していきたい。 
分析結果を簡潔に述べれば、レッシー側の使用権モデルは他の会計基準との整合性から、
レッサー側のハイブリッドモデルはレッシー側の会計モデルとの整合性に問題が生じてい
ることが判明した。 
 
 
第 4 章 新しいリース会計基準の提言 
 第 4 章においては、本稿の問題意識である「新しい会計モデルは妥当といえるのか」と
いう点に答える形で、展開したい。まず第 3 章の考察に鑑みて、まず ED に対してどのよ
うな立場をとるのかを明らかにする。そのうえで、自分なりの新しいリース会計基準に対
しての提言をしていきたい。 
簡潔に述べれば、ED において提案された新しい会計モデルは、第 3 章の考察の結果か
ら、レッシー側は他の会計基準と、レッサー側はレッシー側のモデルと整合していないこ
とがわかった。そのため、私は ED の提案に対して否定的な立場をとる。そして、ED の
改善案として、解約不能リースにオンバランス、解約可能なリースに注記情報の開示を求
めるという手段を大きな軸として提案する。この改善案によれば、レッシー側の他の会計
基準との不整合、およびレッシー側とレッサー側の会計モデルの不整合を解決し、もって
経済実態に即した有用な情報提供を行えるようになると考える。 
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序章 
 
 わが国は現在ある意味で国際財務報告基準（IFRS）の導入過程であり、その IFRS で
さえ日々変化を遂げている。このように会計基準が流動的な時代の中で、IFRS に重点を
おいて研究したいというのが取り組みにあたっての動機であった。その中でも、リース会
計基準は、わが国が時間をかけて IFRS とのコンバージェンスを行った歴史があり、また、
IFRS において現在においても見直されている。さらに、リース会計は、資産・負債のと
らえ方や、収益認識など、様々な論点を含んでいる。このため、リース会計を研究するこ
とによって、様々な角度から会計を考えられるのではないか。それゆえ私はリース会計を
研究テーマとして掲げる。 
リース会計基準に関して、国際会計基準審議会(IASB)と米国財務会計基準審議会(FASB)
は共同プロジェクトを実施しており、2010 年 8 月に公開草案(ED)が公表された。現行基
準においては、国際的にもファイナンス・リースとオペレーティング・リースの二分化に
より、借手(レッシー)側でオペレーティング・リースにはオンバランスが要求されていな
い。しかし、この ED における新しい会計モデルは、使用権モデルの採用によって、この
ファイナンス・リースとオペレーティング・リースの二分化を廃止し、ほとんどすべての
リース契約にオンバランスを求めることを提案している。さらに、貸手 (レッサー)側には
ハイブリッドモデルを提案している。このような新しい会計モデルは妥当といえるのか。
この点を問題意識として捉え、論文を展開していきたい。 
構成としては、第 1 章において、まずわが国におけるリース会計の現状分析を行う。そ
の中でわが国のコンバージェンスの歴史と現行の IAS 第 17 号「リース」との比較を行う。
第 2 章において、リース会計基準を巡る国際的動向について、歴史を追って説明する。そ
して、第 3 章においては、IASB と FASB のリース会計基準に関する共同プロジェクトを
中心として、特に 2010 年 8 月に公表された公開草案(ED)についての分析を行う。ED 公
表による経済的な影響を予測し、ED で提案された新しい会計モデルと他の会計基準との
整合性を検討した上で、ED の妥当性を検討し、最終的に第 4 章において新しいリース会
計基準はどのような姿であるべきかを提言したい。 
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第１章 リースを取り巻く現状分析 
  
この章において、わが国のリース産業の現状を概観し、リース取引とはどういうものな
のかを会計的な話に入る前に、明らかにしたい。その上でわが国におけるリース取引の現
行上の定義と会計処理方法を概観し、現行の IAS 第 17 号と比較をしたい。その上でコン
バージェンスの一環として行われた 2007 年(平成 19 年)の基準改正の主な論点を整理し、
その経済的影響はどのようなものであったか説明する。 
 
 
第１節 わが国のリース産業 
リース取引とは、特定の物件の所有者たるレッサー(貸手)が、当該物件のレッシー(借手)
に対し、合意された期間(リース期間)にわたりこれを使用収益する権利を与え、レッシー
はその対価として合意された使用料(リース料)を貸手に支払う取引をいう。リース契約の
内容は、当事者間を基礎とするため、様々な形を取り得るが、メーカー、レッサー、レッ
シーの当事者は概ね図表１のような関係で成立するものと解される。(佐藤・角ヶ谷[2009]
参照) 
典型的なリース取引(狭義のリース取引)は、図表 1 のように、機械などの対象物件をユ
ーザーに代わってリース会社がメーカーと売買契約を締結し、ユーザーとリース会社でリ
ース契約を締結することによって一定期間有料で貸し出すビジネスであり、1952 年に米国
の U.S リーシング社が考案した取引方法であり、日本においては、1963 年より日本リー
ス・インターナショナル社によって導入された。(三井住友 参照) 
 
図表 1：狭義のリースの契約関係 
               
 
② リース物件の確定 
            リース物件      物件代金  ①売買契約                                       
                   
   (使用収益する権利)      リース料        (法的所有権) 
(加藤[2007ｂ]、佐藤・角ヶ谷[2009]参照) 
メーカー(販売会社) 
レッサー(リース会社) レッシー(ユーザー) ③リース契約 
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このような狭義のリースと類似した取引として、レンタル(賃貸借)と割賦販売があげら
れる。レンタルとは、代金と引き換えに商品を一定期間貸し出すことをいう。一般に、「使
用期間・回数に対して購入費用が高すぎる」ような製品分野で主に使われており、個人向
けレンタル業と企業向けレンタル業がある。個人向けレンタル業としては、レンタサイク
ル・レンタカー・レンタルビデオなどがあげられる。企業向けでは、事務機器や設備を一
定期間貸し出す業務があげられる。日本の民法上、リース契約は典型契約ではないために
賃貸借の一種であると解されている。しかし、リースとレンタルは、レンタルにおいては
新品を貸し出すとは限らない点、基本的にリースの方が期限が長い点、契約期間中の契約
破棄にかかる違約金がレンタルの場合かからない点で異なる。なお、後述するが、リース
取引に関する会計基準においては、レンタルはリース取引に含まれている。(太田[2008]
参照) 
さらに、割賦販売については、リースともに支払方法が分割であり、最終的に所有権が
ユーザーに移転する点など、経済的実態からみても多くの類似点がある。この点から、後
述するがリース取引に関する会計基準においてもファイナンス・リース取引においては、
割賦販売との会計処理の比較可能性を考慮して、売買処理を求めている。しかし、割賦販
売が販売信用の一形態としてみなされるのに対して、ファイナンス・リースの場合、リー
ス物件の貸し出しに加えてリース会社による物件管理等のサービス、すなわちアウトソー
シング効果が得られるという点で異なる。レッサーであるリース会社がリース物件の各メ
ーカーの壁を越えた幅広い知識があるため、ユーザーの経営環境にマッチした適切な資産
選びを実践したり、ユーザーに資産維持に関する会計・税務面での知識にかかわるサービ
スや修理手続きや使用済み後の処理代行等も一緒に提供したりすることができる。こうし
た資産のリースに付随した様々なサービスのアウトソーシング効果をユーザーは期待でき
るのである。実際に、社団法人リース事業協会が 2006 年(平成 18 年)に行ったアンケート
において、リース利用会社(ユーザー)のリース利用理由として、事務管理の省力化・コス
ト削減が図れること、資産のアウトソーシング効果が期待できること、等の回答を得てい
る。 
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図表 2：リース利用理由(2008 年度)  
 
(社団法人リース事業協会 リース統計より作成) 
 
リース取引は、わが国では 1963 年（昭和 38 年）に日本リース・インターナショナル設
立に端を発し、新しいビジネスモデルとして、その後 5 年間オリエント・リース(現 オリ
ックス)や東京リース(現 東京センチュリーリース)といったリース会社の設立ラッシュ
を向かえた。この時代、高度成長と競争激化の渦中にあって、企業は生産性向上や競争力
強化のため、設備近代化への早急な対応に迫られていた。そんな時代を背景に、リースは
「設備資金調達手段」としての役割を果たし、飛躍的に成長しリース産業としての礎を築
いた。1973 年の第一次石油ショックは、産業界の多くの企業に多大な影響を与えたが、そ
の後、わが国経済が回復基調に転じると、合理化・省力化投資やエレクトロニクスの急速
な進歩などによる新たな需要を追い風に、リース産業は再び発展を続けることとなった。
(三井住友 参照) 
そして上記のように、企業の資金調達機会の拡大や陳腐化リスクからの回避、減価償却
による節税効果等、多くのメリットが享受できるため、これまで様々な形で展開され、企
業の設備投資手段のひとつとして 1980 年代を中心に急速に普及しし、1991 年(平成 3 年)
にはリース産業全体のリース取扱高は史上最高の約 8 兆 8 億円にのぼり、リース取引によ
る設備投資額の民間設備投資額に占める割合は、7．76％に達した。そして現在まで、民
間設備投資額に占めるリース設備投資額の割合は 7％～10％と推移している。このような
リース産業において、リースの対象物件別の取扱割合は、以下図表 3 のようになっている。 
 
 
0 20 40 60 80
契約手続きが迅速
資産のアウトソーシング効果
多額の初期投資不要
コスト把握が容易
事務処理の省力化・コスト削減
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図表 3：各リース対象物件のリース産業に占める取扱高割合(2007 年度) 
 
 (社団法人リース事業協会 リース統計より作成) 
 
図表 3 のように、取扱高第 1 位は情報通信機器(電子計算機、通信機器 etc)32％、次いで
産業機械(自動組立装置、印刷機器、食品加工機 etc)14％、商業サービス業用機器(自動販
売機、ドライクリーニング装置、洗車機 etc)14％、輸送用機器(自動車、船舶、飛行機 etc)11％
となっている。リース対象物件は多岐にわたっており、様々なユーザーのニーズを応える
かたちとなっている。 
 
 
第２節 現行基準の分析 
 わが国において、上述のようなリース取引の普及を背景に、1993 年(平成 5 年)企業会計
審議会より、「リース取引に係る会計基準」(以下、旧基準)が公表され、リース取引にかか
る会計面での環境整備が、基準設定を通じて行われた。そして、2007 年(平成 19 年)にこ
の基準が改正され、企業会計基準委員会より「リース取引に関する会計基準」(以下、新基
準)が公表され、2008 年（平成 20 年）4 月 1 日より適用が開始された。ここでは、新基準
に基づいて、リース取引の会計的な定義(分類)および会計処理方法を整理し、その中で IAS
第 17 号との比較も行いたい。なお、当節は主に ASBJ『リース取引に関する会計基準』お
よび IAS 第 17 号を参考に執筆したものである。 
 
第 1 項 リース取引の定義 
わが国の新基準において、リース取引とは、特定の物件の所有者たるレッサーが、当該 
情報通信機器
32%
産業機械
14%
商業・サービ
ス業用機器
14%
輸送用機器
11%
事務用機器
9%
医療用機器
5%
工作機
械
3%
土木建設機械
3%
その他
9%
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物件のレッシーに対し、合意された期間にわたりこれを使用収益する権利を与え、レッシ
ーは、合意された使用料をレッサーに支払う取引と定義されている。一方で、IAS 第 17
号において、リース取引は、レッサーが、支払を受ける代わりに、契約期間中、資産を使
用する権利(right to use an asset)をレッシーに移転する契約(IAS 第 17 号 4 項参照)と定義
されている。さらに、ある特定の取引がリース取引であるか否かは、契約の形式(例えば法
的にリース契約であるか )よりもむしろ契約の実質により判断される。（SIC 第 27 号 , 
IFRIC 第 4 号参照)この点に関しては、日本基準よりもリース取引に分類されるかどうか
の判定にまで実質優先主義を透徹しており、実質優先の考えが表象されているといえる。 
 
第２項 リース取引の分類 
リース取引は、わが国においても国際的にみてもファイナンス・リース取引とオペレー
ティング・リース取引に大別される。わが国のファイナンス･リース取引の該当要件は、リ
ース契約の解約が不能（違約金条項により解約不能に準ずるケースも含む）であり(ノンキ
ャンセラブル)、かつリース物件の使用により実質的に固定資産を購入した場合と同等の経
済的利益とコスト負担を伴う(フルペイアウト)と認められる基準（具体的には、後述する
現在価値基準または経済的耐用年数基準のいずれか）を満たす場合であり、それ以外のリ
ース取引は、オペレーティング・リース取引とされる。 
一方 IAS 第 17 号においては、資産の所有に伴うリスク(risk)と経済価値(rewards)の実
質的にすべて(substantially all)がレッシーに移転するものをファイナンス・リース取引と
し、それ以外をオペレーティング・リース取引と分類している。リスクには、遊休又は技
術的陳腐化により生ずる損失の可能性及び経済的な諸条件の変化に起因するリターンの変
動性の可能性を含んでいる。経済価値は、当該資産の経済的耐用年数にわたる活動により
収益が生じるという期待及び価値増価又は、残存価値の実現による利得の期待によって表
わされる。そのうえでファイナンス・リースに分類される状況を例示列挙している。以下
図表 4 は IAS 第 17 号において示されている例示である。 
図表 4：ファイナンス・リースに分類される状況の例 
・リース期間の終了までに資産の所有権が借手に移転する状況 
・借手が、リース契約日に、権利行使日の公正価値よりも十分に低いと予想される価格で
資産の購入選択権が与えられており、当該選択権の行使が合理的に確実である状況  
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・所有権が移転していなくても、リース期間が当該資産の経済的耐用年数の大部分を占め
る状況 
・リース契約日において、最低リース料総額の現在価値が、尐なくとも当該リース資産の
公正価値と実質的にすべての金額になる状況 
・リース資産が特殊な性質のものであり、その借手のみが大きな変更をすることなく使用
できる状況 
(IAS 第 17 号 10 項をもとに作成) 
 
上記状況例を踏まえると、日本基準と比較して大差はないが、フルペイアウトの具体的
かつ数量的な判定基準がわが国においては存在する点が相違する。わが国のリース会計基
準においては、現在価値基準または、経済的耐用年数基準のいずれかを満たす必要がある。
ここで、現在価値基準とは、解約不能のリース期間中のリース料総額の現在価値が、当該
リース物件をレッシーが現金で購入するものとした場合の合理的見積金額の概ね 90％以
上であることであり、経済的耐用年数基準とは、解約不能のリース期間が、当該リース物
件の経済的耐用年数の概ね 75％以上であることである。これらのいずれかを満たせばファ
イナンス・リース取引に分類される。 
さらに、わが国においてファイナンス・リース取引は所有権移転と所有権移転外とに細
分されており、所有権移転ファイナンス・リース取引に分類されるには、次のいずれかを
満たす必要がある。 
 
① リース期間の満了と同時にレッシーが所有権を獲得できるか(所有権移転条項規
準)、 
② 格安購入権などのオプションが付いていて 実質的に所有権を移転できるか(割
安購入選択権規準) 
③ レッシーのニーズにあわせて特別の使用により製作されたものであって、当該リ
ース物件の返還後レッサーが再び第三者にリースまたは売却することが困難か
どうか(特別仕様物件規準) 
(佐藤 角ヶ谷[2009]引用) 
 
これらに該当しないものは所有権移転外ファイナンス・リース取引に分類される。この
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ファイナンス・リース取引の細分は国際的にはなく、わが国独特のものである。なお、実
際には所有権移転外ファイナンス・リース取引は、税務上、割賦販売となり、実務上は存
在しないと考えられるために、表面的な差異に過ぎないといえる。 
 
第３項 レッシー側の会計処理方法 
以下の図表 5 は、それぞれのレッシー側においてリース取引の際に求められる会計処理
方法の概観である。 
 
図表 5：会計処理方法(レッシー側)  
  
(ASBJ『リース取引に関する会計基準』2007 年をもとに作成) 
 
図表 5 のように、わが国のリース会計基準において、ファイナンス・リース取引は売買
処理、オペレーティング・リース取引は賃貸借処理と大別されている。これは、旧基準に
おいて、法的には賃貸借取引であるリース取引であっても、ファイナンス・リース取引に
ついては、経済的実態に着目し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を採用し、
ファイナンス・リース取引と資産の割賦販売取引との会計処理の比較可能性を考慮した、
「実質優先思考」がとられたためである。なお、ファイナンス・リース取引とオペレーテ
ィング・リース取引の分類や、レッシーにおいてリース資産を固定資産として計上する点
などは、国際的な会計基準とコンバージェンスしている。 
まず、ファイナンス・リース取引において、レッシー側は、後述するレッサー側と異な
り、リース会計基準上、所有権移転ファイナンス・リースも所有権移転外ファイナンス・
リース取引も、会計処理はファイナンス・リース取引というひとくくりで統一され、通常
リース取引
ファイナンス・
リース取引
所有権移転→売買処理
所有権移転外→売買処理
オペレーティン
グ・リース取引
解約不能→賃貸借処理
(注記必要)
解約可能→賃貸借処理
(注記不要)
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の売買取引に係る方法に準じた会計処理を採用している。ただし、尐額リース(リース料総
額 300万円以下またはリース期間１年以内)や中小企業(純資産１億円未満)のリース取引に
は例外として、ファイナンス・リース取引であっても賃貸借処理が認められている。なお、
中小企業については、例外として基準の中で認められているわけではなく、以下の論理に
よって賃貸借処理容認と考えられている。基準(旧基準に関してもこの点は同じであるが)
は、金融商品取引法に基づく財務諸表について適用されること、及び、会社法上、会計監
査人を設置する会社における監査人は会計基準に基づき監査することが想定されることか
ら以下の会社がリース会計基準の適用対象となる。 
 
・金融商品取引法の適用を受ける会社（※）並びにその子会社及び関連会社 
※上場会社、社債・CP などの有価証券発行会社、株主数が 500 人以上の会社  
 ・会計監査人を設置する会社（※）及びその子会社 
 ※会社法上の大会社（資本金が 5 億円以上、もしくは負債総額が 200 億円以上の株式会社）、 
 
したがって、これらに該当しない企業、すなわち中小企業に関しては、金額や条件にか
かわらず従来通りの賃貸借処理が容認されることになる。  
 
以下ファイナンス・リース取引の仕訳イメージである。 
 レッシー側 
リース取引開始日 リース資産 ×× リース債務×× 
利息相当額の計上 リース債務 ×× 
支払利息  ×× 
現金    ×× 
減価償却費の計上 減価償却費 ×× 減価償却累計額 ×× 
(ASBJ『リース取引に関する会計基準』2007 年をもとに作成) 
 
このようにわが国のリース会計基準において、リース取引開始日にリース資産とリース
負債がオンバランスされる。このリース資産とリース負債の測定は、以下のように行われ
る。 
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(ⅰ) レッシーにおいて当該リース物件のレッサーの購入価額等が明らかな場合は、リー
ス料総額（残価保証がある場合は、残価保証額を含む。）を割引率(※)で割り引いた
現在価値と貸手の購入価額等とのいずれか低い額による。 
(ⅱ) レッサーの購入価額等が明らかでない場合は、(1)に掲げる現在価値と見積現金購入
価額とのいずれか低い額による。 
(※) レッシーがレッサーの計算利子率を知り得る場合は当該利率とし、知り得ない場合
はレッサーの追加借入に適用されると合理的に見積られる利率とする。 
（ASBJ『リース取引に関する会計基準の適用指針』2007年 引用） 
 
その後、レッシー側のファイナンス・リース取引においては、利息相当額の計上と、減
価償却費の計上が行われる。利息相当額の計上については、原則としてリース期間にわた
り利息法により配分される。減価償却方法は、所有権移転ファイナンス・リース取引に関
しては、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法により算定される。所
有権移転外ファイナンス・リース取引については、原則として、リース期間を耐用年数と
し、残存価額をゼロとして算定する。 
一方、IAS 第 17 号でも上記の仕訳例と同様に、リース取引開始日にリース資産とリー
ス債務が計上される。リース資産およびリース債務の当初測定は、リース契約日に算定し
たリース物件の公正価値か、リース契約日に算定したリース料総額の現在価値のいずれか
低い額とされている。日本のリース会計基準における(見積)購入価額が“公正価値”という概
念で捉えられているといえる。なお、リース資産の額には、日本基準とは異なり、初期直
接原価(IDC：initial direct cost)も加算される。IDC とは、リース契約の締結に直接起因
する増分原価のことであり、弁護士報酬や内部原価の増分原価などを指す。事後測定にお
いては利息の配分方法に日本との差はなく、減価償却方法は、所有権移転外ファイナンス・
リースといった概念がないために自己資産と同一の方法によることとされている。尐額リ
ースや中小企業の例外がないことも大きな相違点である。 
 オペレーティング・リース取引については、日本基準も IAS 第 17 号も賃貸借取引に係
る方法に準じて会計処理が行われるため、合意されたリース期間内において毎期定額の支
払リース料が計上されることとなる。なお、IAS 第 17 号においては、レッサーから一定
期間につきフリーレントや賃料割引などの優遇を受けた場合でもリース期間にわたって定
額の費用となるように再計算が求められる。また、解約不能なオペレーティング・リース
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取引に係る未経過リース料は貸借対照表日後 1 年以内のリース期間にかかるものと区分し
て注記が要求される。 
 
第４項 レッサー側の会計処理方法 
わが国のリース会計基準のもとで売買処理に準じたファイナンス・リース取引の会計処
理は以下のように仕訳イメージである。 
 レッサー側 
リース取引
開始日 
所有権移転 リース債権   ×× リース資産   ×× 
所有権移転外 リース投資資産 ×× リース資産   ×× 
利息相当額の計上 現金      ×× リース債権(又は投資資産) 
        ×× 
受取利息    ××  
減価償却費の計上  
(ASBJ『リース取引に関する会計基準の適用指針』2007 年をもとに作成) 
 
まず、リース取引開始日に関しては、いずれの場合でも、貸手における利息相当額の総
額は、リース契約締結時に合意されたリース料総額及び見積り残存価額の合計から、これ
に対応するリース資産の取得価額を控除することによって算定する。その後、リース対象
資産はレッシーのもとにわたっているため、減価償却費の計上は行われない。利息相当額
の計上は原則として、リース期間にわたり利息法により配分される。 
IAS 第 17 号においてもほとんど同じであるが、所有権移転ファイナンス・リース取引
と所有権移転外ファイナンス・リース取引との区別がないため、リース取引開始日におい
ては借方にはリース債権が計上される。また、レッシー側の当初測定のように、IDC を別
途加算する必要はなく、自動的に最低リース料総額に織り込まれている(リース上の計算利
子率は IDCが自動的に最低リース料総額に含まれるように定義されているため)。さらに、
事後測定においては、日本基準と異なり、無保証残価の見直しが行われる。すなわち、レ
ッサーの見積無保証残価は定期的に見直され、減額される場合には、リース期間にわたる
収益の期間配分額は改定され、発生した金額は直ちに認識されることとなる。  
 ファイナンス・リース取引とオペレーティング・リース取引の大別、会計処理方法は両
基準ともほとんど同じであるため、日本基準における処理方法に基づき整理すれば、以下
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のようになる。 
 
ファイナンス・リース取引 オペレーティング・リース取引 
第１法：リース取引開始日に売上高と売上原価を計上 
→製造業・棚卸業 
賃貸借処理 
・賃貸料売上高とする。 
・減価償却費は賃貸料との個 
別的対応を図り売上原価   
 
第２法：リース料受取時に売上高と売上原価を計上 
→割賦販売との比較可能性を重視 
第３法：売上高を計上せずに利息相当額のみを各期に 
配分→金融取引の性格 
(ASBJ『リース取引に関する会計基準の適用指針』2007 年をもとに作成) 
 
このように、レッサー側においてもファイナンス・リース取引とオペレーティング・リ
ース取引とで大別されているが、ファイナンス・リース取引においては、契約の性格によ
り損益計算書での取扱いが異なっている。なお、ファイナンス・リース取引において、第
1 法と第 2 法は営業損益計算が、第 3 法においては経常損益計算が影響を受けることにな
る。なお、どの方法を採用したとしても受取利息という収益の額は同額であり、各期の利
益の額は同じである。さらに、製品または商品を販売することを主たる事業としている企
業が同時にレッサーとして同一製品又は商品をリース取引の対象物件をしている場合(セ
ールス・タイプ・リース)で、レッサーにおける製作価額または現金購入価額とレッサーに
対する現金販売価額に差があるときは、当該差額はリース物件の販売益とするとされ、こ
の販売益は、販売基準もしくは割賦基準により処理することとしている。ただし、この差
額がリース料に占める割合に重要性が乏しい場合は販売益を利息相当額に含めて処理する
ことができる。 
一方、IAS 第 17 号においても、セールス・タイプ・リース取引にはリース資産を正常
な価格で販売した場合の売上損益とリース期間にわたる金融収益が含まれるため、当初認
識時の際にリース資産の売却益が計上されることを特記している。 
 次に、オペレーティング・リース取引については、日本基準も IAS 第 17 号も賃貸借取
引にかかる方法に準じて会計処理を行うとされている。なお、細かい点ではあるが、IAS
第 17 号では日本基準と異なり、IDC があればオペレーティング・リースの対象資産に加
算し、リース期間にわたって減価償却されることと、レッシーの場合と同様に、フリーレ
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ントや賃料割引といった優遇をレッサーが行った場合、定額の収益となるように再計算が
求められる。 
 以上を踏まえると、わが国のリース会計基準はコンバージェンスの甲斐もあってほとん
ど現行の IAS 第 17 号と足並みを揃えている。もっとも大きな違いとしては、わが国はフ
ァイナンス・リース取引とオペレーティング・リース取引の大別に加えて、ファイナンス・
リース取引を所有権移転と所有権移転外に細分している点である。次の節で述べるが、平
成 19 年の改正により、所有権移転ファイナンス・リース取引も所有権移転外ファイナン
ス・リース取引も売買処理に一本化された。したがって、会計面ではこの細分は意味をな
さないように感じられるが、なぜこの細分を継続しているのか。以下が理由として考えら
れる。 
 
《所有権移転・移転外で区別する理由》 
(a) 所有権移転外ファイナンス・リース取引は、経済的にはリース物件の売買及び融資と
類似の性格を有する一方で、法的には賃貸借の性格を有しており、また、役務提供が
組み込まれる場合が多く、複合的な性格を有するため。 
(b) リース物件の耐用年数とリース期間は異なる場合が多く、また、リース物件の返還が
行われるため、物件そのものの売買というよりは、使用する権利の売買の性格を有す
るため。 
(c) レッシーが資産の使用に必要なコスト(リース物件の取得価額、金利相当額、維持管理
費用相当額、役務提供相当額など)を、通常、リース期間にわたる定額のキャッシュフ
ローとして確定するため。 
(ｄ)所有権移転ファイナンス・リース取引の場合、残価保証リスクをレッシーが負担する 
ため。 
(佐藤・角ヶ谷[2009] 参照) 
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第３節 主な改正点 
 ここでは、わが国において平成 19 年に公表された新基準の改正に至る経緯について触
れたい。まず、平成 5 年のリースに関する旧基準設定時の背景について説明し、次に平成
19 年改正時(新基準)の背景および改正点について整理する。 
 
第 1 項 旧基準設定時の背景 
旧基準設定当時、わが国の産業界に新しい設備調達方法としてリース取引が導入されて
以来、すでに 30 年経過していた。この間、第１節でもみたように、リース対象物件に係
る事務管理上の簡便性その他の経済的利点を背景に、リース取引の取扱高は着実に増大し
ていた。一方で、わが国の当時の企業会計実務においては、リース取引は、その取引契約
に係る法的形式に従って、賃貸借取引として処理されていた。しかしながら、リース取引
の中には、その経済的実態が、当該物件を売買した場合と同様の状態にあると認められる
ものが相当数増加してきていた。かかるリース取引について、これを賃貸借取引として処
理することは、その取引実態を財務諸表に的確に反映するものとはいい難く、このため、
リース取引に関する会計処理及び開示方法を総合的に見直し、公正妥当な会計基準を設定
することが、広く各方面から求められてきていた。(茅根[2005] 参照) 
このような背景の下、平成 5 年に企業会計審議会は、旧基準である「リース取引に係る
会計基準」を公表した。旧基準も国際的な会計基準と同様には、実質優先思考に基づいた
ものであり、ファイナンス・リース取引については、賃貸借取引という法的形式よりも、
経済的実質を優先させ、売買処理をレッシー及びレッサーに求めるものであった。 
 
第２項 平成１９年改正時の背景と主な改正点 
 旧基準において、所有権移転外ファイナンス・リース取引は、売買処理(借手においては
リース資産・リース債務としてオンバランス処理)が原則とされていたものの、一定の注記
を要件として賃貸借処理(借手においてはオンバランスせず費用計上)が容認されていた。
賃貸借処理にすれば、リース料支払義務がオンバランスされないために負債の増大による
安全性の指標の悪化を回避できること、ひいては、財務制限条項が特約されている場合に
財務比率の悪化により財務制限条項の抵触を防止できること、リースの税制上のメリット
(リースは購入資産と違って全額損金算入できることや早期償却のメリット)、および、固
定資産の減価償却といった計算のコストがかからないこと、等のメリットから当時のリー
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スユーザー企業は、大半が例外規定である賃貸借処理を採用していた。(リース事業協会 
参照) 
このような状況に鑑み、例外処理の再検討が企業会計基準委員会・リース会計専門委員
会を中心に平成 14 年より開始された。当委員会は、次のような問題意識を持っていた。(佐
藤・角ヶ谷[2009]参照) 
 
① 会計基準の趣旨が骨抜きにされ、基準の形骸化という状況は規範性に欠けているこ
と 
② リース取引はいわゆるレンタルとは異なり、使用の有無に関わらずレッシーはリー
ス料の支払義務を負い、キャッシュフローは固定されているため、レッシーは債務
を計上すべきであること 
③ さらに国際会計基準審議会(IASB)は 1996 年よりオンバランスの範囲を広げるプロ
ジェクトを始めており(後述)、尐なくとも現行において IAS 第 17 号との統一を図る
べきであること 
 
こうした所有権移転外ファイナンス・リース取引における例外処理廃止の動きは、リー
スを利用する企業が減尐してしまうのではないか、またそれによりリース産業が崩壊して
しまうのではないかという懸念を生んだ。そのため、リース産業界からは、主に、わが国
のリース取引は資金を融通する金融ではなく、物を融通する物融であり、諸外国のファイ
ナンス・リースと異なり、賃貸借としての性格が強いことを主な理由とする反対のコメン
トが寄せられた。（富国生命 2008 年参照）反対意見と折り合いをつける形で、約 4 年と
いう歳月をかけて、所有権移転外ファイナンス・リース取引において、例外処理である一
定の注記を満たした賃貸借処理を廃止し、売買処理に一本化されることとなり、平成 20
年 4 月より適用が開始された。しかし、短期(1 年以内)もしくは尐額(300 万円以下)のリー
ス取引、そして上述の論理によって中小企業には、なお賃貸借処理が一定の注記を条件に
継続的に認められることとなった。さらに、加速度償却(リース期間を法定耐用年数の 70％
までであれば認めるという税務上の取扱い)や、簡便法による定額償却(リース資産 10％
未満の場合にはリース期間に応じて利子込の定額償却できる)の継続も認められることと
なった。 
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第４節 基準改正の経済的影響 
 
第 1 項 リース需要減少の懸念 
わが国のリース産業は、1991 年(平成 3 年)に歴代最高の約 8 兆 8 億円のリース取扱高を
記録したものの、2000 年代は減尐傾向にあり、2003 年以降、わが国のリース産業の成長
率はそれまで勝っていた民間設備投資額の成長率を下回る傾向にある。この経済状況悪化
には、ユーザー企業のキャッシュフロー改善や銀行の貸出姿勢の変化(優良企業への積極的
な資金貸出)により、リースという資金調達手段から自社での調達に切り替えたこと、情報
通信機器のレンタルとの競合が考えられた。(住友信託銀行 参照) 
新基準の適用により、所有権移転外リース取引に売買処理が強要されれば、それまで大
半が例外処理である賃貸借処理を採用していたリースユーザー企業の需要が激減するので
はないかと懸念がされた。新基準適用により、前述したように負債の増大による安全性の
指標の悪化を回避できることや、リースの税制上のメリットおよび、事務管理コストがか
からないこと、といったメリットが喪失されるためである。 
また、平成 19 年度税制改正(平成 20 年 4 月 1 日以降適用)により固定資産の減価償却限
度額が廃止され、1 円の備忘価額まで全額償却可能になり購入により使用し続ける限り 5%
部分が損金にならなかった不利な点も解消されることになった。さらに、新定率法の導入
により加速度償却が可能な 250%定率法が認められることになり、特に購入当初の償却費
が増加し、設備投資の費用を早期に回収できキャッシュフローの増加につながることにな
った。この税制改正が追い打ちをかけるように、リースの利用理由を揺るがし、リースユ
ーザー企業は購入に投資を切り替えてしまい、リース産業の存続さえも危ぶまれる声があ
った。(住友信託銀行 参照) 
 
第２項 基準改正の経済的影響 
では、基準改正は経済的にどのような影響があったのであろうか。当初懸念されていた
ような事態がおきたのであろうか。 
結果からみると、基準改正に影響を受けてリースユーザー企業が減尐し、リース取扱高
が減尐したという事態には至らなかった。新基準が適用されるのは、平成 20 年 4 月から
ということで、もし、基準改正により所有権移転外ファイナンス・リースの例外規定のメ
リットを期待する企業が大半であるとすれば、3 月に駆け込み需要があるだろうと予見さ
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れていた。しかし、蓋を開けてみると、平成 20 年の 3 月に駆け込み需要があったわけで
もなく、4 月に特段需要が落ち込んだわけでもなかった。(富国生命 参照) 
上記の事態は、リース市場を分析することによって理解できる。以下の図表 6 を参照さ
れたい。 
 
図表 6：企業規模別リース取扱高および一件あたりのリース金額(2005 年) 
 取扱高(百万円) 件数(千件) １件あたりの金額(百万円) 
大企業 3,643,738 899 4.1 
中小企業 3,869,462 1,724 2.2 
官公庁 428,117 126 3.4 
合計 7,941,317 2,750 2.9 
(社団法人リース事業協会 リース統計より作成) 
 
 当時のリース取扱高全体の大企業が占める割合は約 46％、中小企業が約 49％、官公庁
が約 5％となっている。さらに、リース取引一件あたりの平均額は 290 万円と、300 万円
以下の取引であり、大企業において 410 万円となっているが、航空機や造船のリース取引
が当該金額を引き上げていることを考えると、ほとんどの取引が 300 万円以下の取引だっ
たのではないかと推測できる。新基準において、ファイナンス・リース取引は売買処理に
一本化されたものの、中小企業および尐額リース取引には例外処理(賃貸借処理)の継続適
用が認められていたため、リース産業に基準改正の経済的悪影響は及ばなかったと考えら
れる。 
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第２章 リースをめぐる国際的動向 
現行の国際的な現行基準(IAS 第 17 号、SFAS 第 13 号)においては、リース取引をファ
イナンス・リースとオペレーティング・リースとに二分して別々の会計処理を求めている。
上記で述べた通り、わが国においては、平成 19 年の改正で、ファイナンス・リース取引
の例外処理を撤廃し、コンバージェンスを現行基準ベースでは成し遂げた。しかし、今後
わが国はさらなるコンバージェンスを求められるだろう。なぜなら、オペレーティング・
リースにもオンバランス化、すなわちほとんどすべてのリース契約に統一的に売買処理を
求めようとしている国際的な動向があるためである。この国際的動向について歴史を追っ
て説明したい。 
 
 
第１節 G４＋１によるポジション・ペーパー 
 この節においては、IASB/FASBの共同プロジェクトが始動される前の歴史を振り返りた
い。IASBは2001年4月に発足した独立民間非営利の基準設定機関であり、その前身は
IASC(国際会計基準委員会)である。G4＋1は、イギリス、アメリカ、カナダ、オーストラ
リア、ニュージーランドの会計基準設定機関にIASCも加わって形成された団体である。
1996年に7月公表したG4＋１より、スペシャル・レポート(SR)が公表され、その問題点を
解決する形で2000年2月にポジション・ペーパー(PP)が公表されている。以下、SR及びPP
の公表の背景、SR、PPと順を追って説明する。 
 
第１項 G4＋１の捉えた現行基準の問題点 
 伝統的に、リース契約は、その法的形式に従って、すなわちリース対象物件の使用権よ
りも所有権に関連付けて、賃貸借処理がなされてきた。また、リース契約は継続的契約で
あって、当事者双方が将来的な義務の履行を残した未履行契約であると理解されてきたた
めに賃貸借処理が妥当とされてきた。(加藤[2007b]参照) 
 こうした中で、現行基準においては、取引の法的形式よりも経済的実質を重視する考え
方、すなわち実質優先主義に立っている。それによれば、法的形式上、リース取引は賃貸
借に分類されるとしても、その経済的実質が売買に近いものは、賃貸借としてではなく、
売買取引として処理される。ノンキャンセラブルとフルペイアウトの要件同時に満たした
リースをファイナンス・リース、満たさないものをオペレーティング・リースと区別して、
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前者には売買処理、後者には賃貸借処理を求めている。言い換えれば、実質優先主義は、
取引のリスクと経済価値のほとんど全部移転が生じる場合にレッシーに対して売買処理す
なわちオンバランスを要請している。 
 現行基準がこのようにファイナンス・リースのオンバランスを求めているのは、リース
と購入の比較可能性を担保するためである。ところが、実務上、現行基準は有効に機能し
ていないといわれる。すなわち、会計基準上ではオンバランスの要件が明確にされている
ものの、企業側からはオフバランス化のガイドラインとみなされ、どの規準にも当てはま
らないようなリースの契約書を作成し、意図的なオフバランス行動をとるものもいる。(加
藤[2003]参照) 以下図表 7 は、日本基準、IAS 第 17 号、SFAS 第 13 号のフルペイアウト
要件の比較である。 
 
 
図表 7：フルペイアウト要件の比較 
 日本基準 IAS 第 17 号 SFAS 第 13 号 
現 在 価 値
規準 
解約不能のリース期間
中のリース料総額の現
在価値が、見積現金購入
価額の概ね 90％以上を
占めること 
リース開始日に、最低
リース料総額の現在
価値が、実質的にその
リース物件の公正価
値と一致すること 
リース開始日に、最低
リース料総額の現在価
値が、そのリース物件
の公正価値の 90％以上
であること 
経 済 的 耐
用 年 数 規
準 
解約不能のリース期間
が、当該リース物件の経
済的 耐用年数 の概ね
75％以上であること 
所有権の移転がなく
ても、リース期間がリ
ース物件の経済的耐
用年数の大部分を占
めること 
所有権の移転がなくて
も、リース期間がリー
ス物件の経済的耐用年
数の 75％以上を占める
こと 
所 有 権 移
転 条 項 規
準 
契約上、リース期間終了
後または、リース期間の
中途で、リース物件の所
有権が借手に移転する
こと 
リース期間終了まで
にリース物件の所有
権が借手に移転する
こと 
リース期間終了までに
リース物件の所有権が
借手に移転すること 
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 日本基準 IAS 第 17 号 SFAS 第 13 号 
割 安 購 入
選 択 権 規
準 
契約上、借手に対して、
リース期間終了後また
はリース期間の中途で、
名目的価額またはその
行使時点のリース物件
の価額に比して著しく
有利な価額で買い取る
権利が与えられており、
その行使が確実である
こと 
借手にリース物件の
割安購入権があり、リ
ース開始日に当該選
択権行使が確実視さ
れること 
借手にリース物件の割
安購入権があり、リー
ス開始日に当該選択権
行使が確実視されるこ
と 
特 別 仕 様
物件規準 
リース物件が借手の用
途に合わせた特別の使
用により製作または建
設されたものであって、
当該リース物件の返還
後に貸手が第三者に再
びリースまたは売却す
ることが困難であるた
め、その使用可能期間を
通じて借手によっての
み使用されることが明
らかなこと 
借手のみがリース物
件に大きな変更を加
えることなく利用で
きること 
規準なし 
(加藤[2007b]、 佐藤・角ヶ谷[2009]参照) 
 
 このように、3 基準ともほぼ同じようなフルペイアウト要件の規準をおいているが、日
本基準と SFAS 第 13 号において現在価値規準と耐用年数規準の量的規準について 90％以
上や 75％以上と数値で目安を示しているのに対して、IAS 第 17 号では示していない。さ
らに日本規準においては、概ね 90％以上や概ね 75％以上といった表現をしており、SFAS
第 13 号よりは線引きが曖昧であり、よって幅があると考えられる。これにより、SFAS 第
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13 号では、例えば現在価値規準で 89％のリースはオフバランスされるが、日本基準にお
いては 89％であれば、概ね 90％以上と考えられるためにオンバランスされるだろう。 
 ともあれ、上記のようなフルペイアウトの規準に該当しないような高度で複雑なリース
契約を作成して意図的にオンバランスを回避する企業が実務上は多くみられた。そこで、
このような、オフバランス行動による基準の潜脱を回避する目的で、G4＋1 はその原因を
検討した。その結果、現行基準の問題点は、リスク・経済価値アプローチに基づくリース
の分類であることがわかった。リスク・経済価値アプローチによれば、リスクと経済価値
のほとんどすべてが移転することによって、ノンキャンセラブルとフルペイアウトの両要
件を満たすと考えられる。ゆえに、全部移転で判断し、一部移転のオンバランス化がない
こと、すなわち”all or nothing”の二分化されてしまうために、もし、ノンキャンセラブル
要件を満たしたとしてもフルペイアウト要件を満たさなければオペレーティング・リース
に分類されオフバランスされてしまう。(加藤[2010]参照)このリスク・経済価値アプロー
チからの脱却こそがリースのオフバランス行動の抑止になると考え、G4＋１による新たな
アプローチの模索が始まったのである。 
 
第２項 スペシャル・レポート 
① SR の論理  
G4＋１は、レッシー側に重点をおいてオンバランス化理論を構築した。まず、1996 年
7 月に公表したスペシャル・レポート(SR)では、現行基準の論理について、伝統的な会計
実務を大きく変容することなく、また、その他の未履行契約の会計処理に波及させること
なくリース・オンバランス化を要請するために、需要可能性の高い論理を開発することが
必要であったため、国際的に当時合意が確立された概念フレームワークに沿って、リース
のオンバランスの論拠を資産・負債の定義及び認識規準との整合性に求めることになった。
端的にいえば、使用権とリース料の支払義務を資産・負債の定義及び認識規準を満たすよ
うに理論構成した。 
ここで、IASB の概念フレームワークにおける資産・負債の定義は以下の通りである。 
 
資産の定義：資産と、過去の事象の結果として特定の企業が支配し、かつ、将来の経済的 
便益が当該企業に流入することが期待される資源である。 
負債の定義：負債とは、過去の事象から発生した特定の企業の現在の義務であり、これを 
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履行するためには、経済的便益を有する資源が当該企業から流出すると予想  
されるものである。 
 
 G4＋1 は、資産の定義において「支配」に着目した。「支配」は、一般的には所有権と
いう法的強制力に裏付けられるが、契約その他の方法で支配することも可能であることか
ら、所有権の可否が「支配」の有無を決定づけるというわけではない。リース取引におい
ては、リース物件に内在する経済的便益の支配は、契約上の権利である物件の使用権に具
現化されており、しかも、リース契約上一般に、レッシーが解約権を有していないから、
その「支配」は確実である。したがって、レッシーは、リース契約開始時点において、解
約不能期間にかかるリース物件の使用権が資産の定義を満たすと考えられた。  
 一方で、負債の定義においては、G4＋1 は、「現在の義務」に着目した。「現在の義務」
には、法的強制力のある義務のみならず、衡平的(不文法または制定法から生じるのではな
く、倫理的または道徳的制約から生じる)・推定的(他の実体との契約によって結ばれたり
政府によって課されたりするのではなく、ある特定の状態における事実から生み出され、
推定される)義務も含むとされ、かなり広範囲に及ぶ。しかし、IASB の概念フレームワー
クでは、「義務は、通常、資産を引き渡したとき、あるいは、企業が資産を取得するために
解約不能な契約を締結したときのみに生じる」と付言されている。これをリース取引に適
用すれば、リース契約はリース契約締結時点で法的効力を有しており、契約開始時点でそ
の義務は顕在化する。また、リース契約上、一般に、レッシーは解約権を有してないから、
契約開始時点においては、解約不能期間に係る支払義務が負債の定義を満たすと考えられ
た。(加藤[2003]参照) 
 次に、この使用権と支払義務が IASB の概念フレームワークにおける資産・負債の認識
規準に合致するのか。IASB の概念フレームワークは以下の 2 点を挙げている。 
① 当該項目に関する経済的便益が企業に流入するか、または流出する可能性が高いこ
と。 
② 当該項目が原価または価値を有しており、信頼性をもって測定することができるこ
と。 
(加藤[2003]引用) 
 まず、①については、レッシーは、リース期間にわたってリース物件に内在する経済的
便益を享受し、かつ、レッサーにリース料を支払わなくてはならないので、資産となる場
25 
 
合も負債となる場合も満たしている。また、②に関しても、その要支払額は、使用権取得
の対価であると想定されることから、リース契約から生じる資産及び負債の金額は信頼性
をもって測定可能であるために満たされる。(加藤[2003]参照) 
 以上のように、SR では、従来のリース取引と売買取引の類似性ではなく、概念フレー
ムワークとの整合性を重視して、リース取引における資産・負債を説明している。この点
は、IFRS が資産・負債アプローチをとることとも関連している。この論理構成により、
専断的な規準でファイナンス・リースとオペレーティング・リースに分類することなく、
すべてのリース取引に対する処理が統一的で簡素なものとなる。すなわち、1 年超の解約
不能なリース契約は、すべてオンバランス化すべきであると結論づけられるのである。現
行基準との違いは、SR ではフルペイアウト要件を撤廃し、ノンキャンセラブル要件に一
本化した点である。したがって、フルペイアウト要件を満たしていなくとも、ノンキャン
セラブル要件さえ満たせばオンバランスが要求されることになる。 
 
② SR の問題点 
 G4＋1 から公表された SR は、レッシー側の処理に焦点をあててその基本的な枠組みを
概括的に論じるに留まっており実務的観点からすると、レッサー側の処理はもちろん、多
くの問題を抱えていた。以下のような問題点が指摘されていた。 
(ⅰ)ノンキャンセラブル要件に一本化することについて、テクニカルな解可能条項を設  
定するなどの基準回避行動を防止するために、誰がどのような状況で解約できるのか  
が明確にされていない点 
(ⅱ)リース以外の未履行契約と区別して、リース契約のみをオンバランス化することにつ  
いては、リース契約は履行契約なのか未履行契約なのかという問題も含めて、両者の 
線引きを明確にしなければ、未履行契約全般のオンバランス化に波及する可能性があ
る点 
(加藤[2003]参照) 
 
しかし、この 2 点の問題点は当時においても目新しい問題ではなかった。そもそも SR
の考え方自体が 1962 年に当時のアメリカのリース会計基準の見直しにあたって J.H. 
Myers により米国公認会計士協会(AICPA)から公表された ARS 第 4 号に端を発すためで
ある。ARS 第 4 号では、SR と同様に使用権の取得という経済的実態に着目したアプロー
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チが展開されたが、結局、上記 SR の問題点と同じように、リース契約のノンキャンセラ
ブルをどう定義するのか、また、リース契約と未履行契約の処理の整合性が問題視された
ために、棄却となった。 しかし、ARS 第 4 号のアプローチはその後も着目されており、
FASB においても波紋を呼んでいる。FASB の動きについては次節でふれることにする。 
 
第３項 ポジション・ペーパー 
G4＋1は、SR を概念的基礎として 2000 年 2 月にポジション・ペーパー(PP)を公表した。
上述のような SR の問題点を解決し、細部の取扱いを規定するなど、実務的側面を強化す
るものであった。この PP は、従来のリスク・経済価値アプローチから構成要素アプロー
チに転換を図ったことから、リース取引における経済的便益と経済的義務に着目し、ほと
んどすべてのリース取引をオンバランス化しようとするものであった。以下、具体的に①
構成要素アプローチの採用、②フルペイアウトの要件の撤廃、③ノンキャンセラブル要件
の緩和、④適用範囲の拡大に分けて説明し、適宜問題点を指摘する。 
 
① 構成要素アプローチの採用 
  PP では、SR と同様に、資産負債アプローチに立ち、リース契約の権利と義務に着目
している。そのため、リース期間中のリース物件の使用権を資産の認識対象、リース期間
中の支払義務を負債の認識対象とする。両者の資産性、負債性については SR と同様の論
理構成である。 
PP によれば、リース契約におけるオプション要素(更新選択権や購入選択権等)の認識に
対して、金融商品会計における構成要素アプローチを適用することが示唆されている。構
成要素アプローチは、資産を権利の束と捉えることを基本とする。そして、金融資産を各
種の分割可能な構成要素からなる権利の集合体と捉え、支配が他に移転した要素はその認
識を中止し、留保している要素は認識を継続するのである。これはリスク・経済価値アプ
ローチをとる現行基準とは大きなパラダイム・シフトといえる。(加藤[2007]参照) 
更新選択権や購入選択権というようなオプションが付されているようなリース契約に
おいて、現行基準では、その権利行使が合理的に確実視できる場合に、レッシーは更新期
間のリース料と購入選択権の行使価額をリース資産及びリース負債の額に含めることとし
ている。これは、現行基準がリスク・経済価値アプローチを採用するために、権利行使の
合理的可能性に基づいて認識、すなわち予測に基づいての資産・負債の認識・測定となる。
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一方で、PP においては、構成要素アプローチを採用するために、レッシーはそのような
予測による認識・測定ではなく、重要性・信頼性・測定可能性に基づいて認識・測定され、
かつ、リース資産とは別建てでこれらのオプションを計上することになる。反対にレッサ
ー側においては、リース請求権を金融資産、残価持分を非金融資産として別建てで計上す
るが、これも構成要素アプローチによるものである。このように、現行基準のようにリー
ス契約を財産そのものの売買取引と捉えるのではなく、財産の使用権を中心とする金融商
品の譲渡取引と捉える点がこの理論のもっとも大きな特徴といえる。図表 8 は、リスク・
経済価値アプローチと構成要素アプローチのまとめである。 
 
図表 8：リスク・経済価値アプローチと構成要素アプローチ 
 
《現行基準》               《PP》 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
(加藤[2007a]引用) 
 
なお、PP では、変動リース料（偶発リース料とも呼ばれる）も同じくオプション要素
として取り扱われる。これについて、現行基準では、リース資産及び負債に含めず発生の
都度認識され、リース取引開始日にはオンバランスされない。PP では、更新選択権や購
入選択権と同様にオプションとして、信頼性と測定可能性に基づいてオンバランスされる。
例えば、物件の使用状況によって変動するリース料は、レッシーに使用を回避する自由が
あるため、権利・義務は確定的でないとしても、物価に応じて変動するリース料について
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は、そのような条項をもつ契約も性質上、それを認識しなければ資産・負債が過小評価と
なるおそれがあるので、公正な価値で評価するためにも、将来の物価変動を見積もってリ
ース資産及び負債に反映させなければならない。現行基準における変動リース料の取扱い
は、特に現在価値規準の回避行動との関わりが深く、ＳＲにおいてもその問題は指摘され
ていたが、PP においてはそのような回避行動も防止し得る。(加藤[2003]参照) 
しかし、実務上の問題として、構成要素の存続と消滅をいつどのように認識するのかと
いった問題が新たに浮上する。また、今日のリース契約は、レッサーの商品設計上、レッ
シーの多様なニーズに合わせて各種のサービス要素が複雑にパッケージ化されている場合
があり、それらが一体となったリース料を構成要素に分解ことが実際に可能かどうかとい
った問題も残される。この点については④適用範囲の拡大において触れたい。 
 
② フルペイアウト要件の撤廃 
  このように、PP は、所有権ではなく、使用権を資産の認識対象としているため、フ
ルペイアウトの要件の撤廃が必然的になされた。というのも、所有権は使用権や処分権な
どを含む、総体的な権利であるから、所有権の認識を基本とする現行基準では、リスクと
経済価値の全部移転がオンバランス化の前提となるが、所有権を分解して使用権の認識を
基本とする PP では、一部認識のオンバランス化も可能となる。したがって、もしフルペ
イアウトの要件である現在価値規準を考えた際に、リース取引開始日に最低リース料総額
の現在価値がリース対象物件の公正価値の 60％であったとしても、現行基準ならオンバラ
ンスされないが、PP ではその 60％相当分が切り取られてオンバランス化されることにな
る。このことはフルペイアウト要件の撤廃を意味している。(加藤[2003]参照) 
 一方で、レッサーは、レッシーとのリース取引において、リース債権といった資産のみ
を認識し、レッシーと同じく公正価値(割引現在価値)で当初測定し、それと同じ分のリー
ス対象資産を貸方において取り崩す。これは、レッサーとメーカーとの売買契約において
負債を認識することはあっても、レッシーとの間で負債を認識することはありえないこと、
また、②で触れるが、リース物件引渡し後のサービス提供義務は未履行状態であると考え
るのが G4＋１の考えるところであるためである。資産の認識対象は、レッシーに対する
リースの請求権であり、これはレッシーで認識される支払義務と性質的にも金額的にも対
応するものである。(加藤[2003]参照) 
 そのほか、リース終了時の物件に対する残存価値部分も資産として計上される。リース
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料請求権と残存価値部分は互いのリスクと経済価値が大きく異なることから、貸借対照表
上、前者はリース債権として金融資産、後者は残余資産として非金融資産に別区分で表示
される。なお、リース債権も残余資産も公正価値で測定されるべきではあるが、実務上、
構成要素ごとに観察可能な市場価値は明らかでないことが多分にある。そのため、公正価
値を見積もるためには、将来キャッシュフローの現在価値で測定することが必要となる。
(加藤[2003]参照) 
 
③ ノンキャンセラブル要件の緩和 
 資産負債アプローチを適用する場合に、リース期間中の物件の使用権と支払義務が確定
しているかが問題となる。SR では、その点をノンキャンセラブルかどうかにより判定す
ることになっていた。しかし、ノンキャンセラブルをどう定義するのかが問題点としてあ
げられていた。この点を、PP では敢えて明記しないことで、すなわち、オンバランス化
の対象を解約不能なリース契約に限定するのか、あるいは解約可能なものまですべてのリ
ース取引をオンバランス化の対象とするのかを明確にしないことで SR の問題点の解決を
図ったとしている。PP では以下の設例を用いてこの点を説明している。 
 
《設例》(PP から引用) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・毎期リース料$5,000 
・契約期間 3 年(解約不能)   
・3 年経過後に 2 年分の更新選択権あり 
・更新しない場合はペナルティ$4,000 の発生 
・便宜上現価価値の計算は行わない 
①リース取引開始日のリース資産・負債の計上額：$19,000(＊１) 
(＊1)解約不能期間 3 年間に係るリース料($5,000×3)＋ペナルティ($4,000) 
②3 年後契約を更新するとしたら：$6,000(＊2)の追加計上 
(＊2)更新期間 2 年間に係るリース料$10,000($5,000×2)－ペナルティ($4,000) 
 
(注)この事例においてはペナルティが規定されているが、それがない場合、 
ペナルティをゼロと考えてオンバランスする。 
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 この設例では、当初の契約期間 3 年は解約不能とされており、SR はノンキャンセラブ
ル要件をオンバランス化の前提としていたが、PP はそれが前提となることを明確にして
いないことがわかる。すなわち、PP によれば、オンバランス化の対象を解約不能なもの
に限定するのか、解約の可否を問わずにオンバランス化するのかは断然としない。したが
って、設例における最大の論点は解約不能の解釈を明記していない点にあり、この点にお
いて PP は SR の問題点を解決しているものとしている。(加藤[2003]参照) 
 解約不能の解釈について、現行基準では、契約の法的形式上、中途解約が認められない
場合はもちろん、中途解約(解除権の留保)は可能であっても、解除権の行使に残リース料
相当額のペナルティが予定されている場合や、偶発性の高い将来事象の発生が契約の解除
事由となっている場合なども、当該契約を解約不能とみなすことになっている。一般に、
前者を原則的に解約不能、後者を実質的に解約不能といい、両者いずれもノンキャンセラ
ブルの要件を充足することになる。すなわち、現行基準においては、解除権の有無やその
権利行使に伴うペナルティの多寡などを主な判断材料としている。そこでは、解除権の行
使が可能となる時期は問題ではなく、リース料総額の支払を免れ得ないことが判断のポイ
ントとなっている。(加藤[2003]参照)このような考えに基づいて、現行基準においては、
原則的に解約不能でなくても実質的に解約不能であれば、フルペイアウト要件を満たした
リースに関してはオンバランス化するのである。 
 これに対して、PP では、設例が示している通り、原則的に解約不能である場合であれ
ばオンバランスする。そうでない場合の取扱いは明記されていないが、だからといってオ
フバランスするのは PP の趣旨とは合致しない。原則的に解約不能でないことを理由にオ
フバランスするというならば、残リース料相当額のペナルティを支払って解除権の行使を
随時認めるとする特約はオンバランス化の単純かつ有効な回避手段となるだろう。とはい
え、実質的に解約不能という考え方をとるかといえば、そうでもない。ペナルティの発生
可能性がゼロに近くてもオンバランスするためである。つまり、PP では、原則的に解約
不能でなく、実質的に解約不能でなくてもオンバランスするのである。(加藤[2003]参照) 
 もともとこの設例は、ノンキャンセラブル要件の議論ではなく、更新選択権の認識を議
論する文脈で用いられたものである。PP では、更新選択権の行使可能性は予測しないと
いう立場をとる。そのため、当初認識において非更新のペナルティを資産・負債として認
識し、実際に更新されたときに更新期間のリース料を資産・負債の認識に含める。とすれ
ば、PP では、非更新すなわち解約に伴ってペナルティが発生する場合、支払って解約す
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るか支払わずに更新するかどうかは任意のオプションであるとみなし、それを資産・負債
として認識していることになるが、そうであるとすれば、ノンキャンセラブル要件の充足
はリースのオンバランス化議論において不可欠の条件ではなくなる可能性がある。この点
において、ノンキャンセラブル要件の緩和と考えることができるのである。（加藤［2003］
参照） 
ただし、前述の設例の解答には、「(注)この設例においてはペナルティが規定されている
が、それがない場合、ペナルティをゼロと考えてオンバランスする。」とある。すなわち、
もしもペナルティが課されない場合は、ペナルティはゼロと考えられるため、オンバラン
スすることができない。したがって、この場合、当初認識の時点では非更新のペナルティ
分はゼロであり、3 年間の支払リース料のみがオンバランスされる。そしてもし 3 年後に
解約せず更新する場合、その際かかる追加リース料が上乗せでリース資産・負債に追加計
上されることになる。しかし、この場合はもともとペナルティというオプションが存在し
ないため、all or nothing の議論ではない。そのため当初認識でオンバランスの対象とさ
れなくてもそれは当り前であり、問題とはならない。(加藤[2003]参照) 
このように、ノンキャンセラブル要件の緩和と先述の前述のフルペイアウト要件の撤廃
により、リースと賃貸借の契約がもつ本質的な区別は事実上消滅し、よって、PP ではす
べてのリース・賃貸借契約がオンバランス化されることになるのである。 
   
④ 適用範囲の拡大 
現行基準によれば、天然資源(石油、ガス、木材、鉱物など)の探査・利用に係るリース
契約と、ライセンス(映画フィルム、ビデオ記録、演劇、原稿、特許権、著作権など)の利
用に係るリース契約は、その適用範囲から除外されている。これに対して、PP では、そ
の合理的な根拠はないとして、物件の種類による適用制限を撤廃している。PP の提案は、
リスク・経済価値アプローチから構成要素アプローチ（資産負債アプローチ）に転換を図
ったものであるため、資産・負債の定義に照らして考えると、リース資産それ自体ではな
く、経済的便益の支配を具現化した物件の使用権と考えられる。したがって、リース物件
それ自体の種類に制約されることなくオンバランス化が求められるのである。(加藤[2003]
参照) 
 これによって、現行基準が暗黙の前提とするような、一つの物件につき単一のレッシー
による占有的使用ということに限定されなくなる。なぜなら、現行基準においては、当該
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前提よりリース物件はレッシーの特別仕様になるケースが多いが、無形資産のリースも適
用範囲とする PP においては、物件は汎用性の高いライセンスであり、レッサーが所有す
る一つのライセンスは、複数のレッシーが同時に共有して使用できるものである。そのた
め、PP の論理でオンバランス化されるリース契約の範囲は、大幅に拡大されることにな
るのである。 
 この流れにより、PP では先述した変動リース料や、短期のリース契約もオンバランス
化の対象となり得るとしている。短期リース契約については、重要性の判断によってオン
バランスするかを決定するものとし、リース期間の長短による適用制限を否定している。
そもそも、リース期間については現行上も長短についての明確な線引きはなされていない
が、１年未満を短期とするのが一般的であろう。たとえ１年未満のリース契約であっても、
状況次第で重要な資産および負債が生じることもあることから、短期という理由をもって
オフバランスすることは、PP の基本的な考え方と矛盾することになってしまう。しかし
この提案によって、リース期間を短期に設定して更新を繰り返すといった基準回避行動は
困難になり得る。(加藤[2003]参照) 
 一方で、通常のサービス契約とそれに準じる契約はオフバランス化するとしている。こ
れは、PP がリースを履行契約（使用権を売買するという契約であり、移転により履行が
完了と捉えているため）、サービスを未履行契約と考えているためである。そのため、例え
ば、リースがサービス要素を含む場合、リース要素はオンバランスし、サービスはオフバ
ランスというように両者を別々に処理することになる。その理由は、レッサーの義務のう
ち、物件の使用に係る部分(リース要素)は、その物件の受渡が完了すれば履行も完了する
から、物件受渡時点(通常はリース取引開始日)でオンバランス可能である。一方で、役務
の提供に係る部分(サービス要素)は、物件の受渡が完了した後も継続するものであり、期
間の経過とともに履行が完了していくから、リース料支払時点まで認識を延期してオフバ
ランスするということによる。リース要素はオン、サービス要素はオフというように契約
の内容を構成要素に分解して認識・測定する考え方は、先述のオプションに対して構成要
素アプローチが適用されていることと整合するものである。 
 このように、契約全体を捉え、リース全体の履行性・未履行性を検討するのではなく、
構成要素に分解し、それがリース要素かサービス要素であるかをもって、オン・オフの処
理が区別される。この点、ノンキャンセラブル要件とフルペイアウト要件の充足をもって
オン・オフの処理を区別する現行基準とは大きく異なる。（加藤［2003］参照）そうする
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と、リースをオフバランスするためには、リース料がサービス要素のみで構成されていな
ければならない。しかし、物件の使用に係る部分をリース要素とするならば、リース要素
を含まずにサービス要素のみで構成されるリースはあり得ないことになる。それと同じこ
とが、通常の賃貸借についても等しく当てはまるはずである。よって、PP では、リース
を含む賃貸借処理一般が一括してオンバランスされることになる。 
 この点について、「①構成要素アプローチ」の採用でも指摘したように、各種の要素が複
雑に一体化されたリース料を実際に分解できるのかという問題がある。また、当然のこと
ながら、何がリース要素で何がサービス要素なのかについても明確に定義する必要がある
だろう。(加藤[2003]参照) 
 
 第２節 SEC によるスタッフ・レポート 
 米国においてリース会計基準の改定に重要な影響を与えるのが、2005 年 6 月に SEC か
ら公表された「2002 年サーベインズ・オクスリー(SOX)法第 401 条(C)に基づく、オフバ
ランスシート処理、SPE 及び企業の財務諸表の透明性についての報告並びに勧告」(以下、
「SEC スタッフ・レポート」と略す)である。以下、第１項 SEC スタッフ・レポート、
第２項 リース会計基準についての SEC スタッフ・レポート、第 3 項 改善・見直しへ
の関心の高まりについて概観する。 
 
第 1 項 SEC スタッフ・レポート 
 SEC スタッフ・レポートは、SOX 法 401 条（C）の二つの規定に基づき作成されたも
のである。それは、エンロン事件などの会計不信の引き金になった会計基準の不備を指摘
して、現行基準のもとで合法的に多額の金融債務がオフバランシングされているという会
計問題の解決を図ることを主目的としたものである。 
 SOX 法におけるキーワードは「十分にして適切なディスクロージャー」、換言すれば透
明性の確保にある。このキーワードを SEC スタッフ・レポートでも踏襲して、「投資家や
その他の財務諸表の利用者に対して、当該取引の関連した重要なリスク、経済的価値、権
利、義務を評価するための適切な情報を提供できる報告」として、財務報告の透明性が要
請されている。その透明性を高めるために以下の 4 点が目標として掲げられている。（茅
根［2006］参照） 
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(ⅰ)抑止：経済的実態の報告ではなく、会計及び財務報告上の数値だけを達成することを  
目標とした取引や取引の仕組みについて歯止めをかけること 
(ⅱ)拡張：複雑化した会計基準を軽減させるために、細則主義ではなく、目的志向型の原  
     則主義の策定を推進すること 
(ⅲ)改善：基本財務諸表に対して補完できるように、ディスクロージャーの首尾一貫性と  
目的適合性を高めること 
(ⅳ)焦点：財務報告を、単なるコンプライアンスの手段ではなく、投資家との明瞭で透明 
性の高いコミュニケーション手段と捉えて会計及びディスクロージャーを改善  
すること 
（茅根［2006］引用） 
 
 そこで、財務報告の透明性を確保するための障害となっているのが、オフバランシング
の会計問題であるとして、(ⅰ)他企業への持分投資、(ⅱ)金融資産の譲渡、(ⅲ)退職給付、
(ⅳ)リース、(ⅴ)偶発債務と保証、(ⅵ)金融商品、(ⅶ)その他の契約上の債務の 7 項目につ
いて改善や見直しを求めている。 
 
第２項 リース会計基準についての SEC スタッフ・レポート 
 この SEC スタッフ・レポートにおいてリース会計基準については、典型的なオフバラ
ンシング行動の温床とされており、その見直しが重要な課題となっている。その根本的な
原因は、SFAS 第 13 号において採用されている、リース対象資産のリスク・経済価値アプ
ローチである。これは上述のように、リスクと経済価値が実質的にすべて移転したかで移
転が判断される。実質的に移転する場合には、ファイナンス・リースとして、レッサーに
よる資産全体の売却、レッシーでは資産の購入とみなされオンバランスが要求されること
になる。しかし、このようなリスク・経済価値アプローチを採用した(ノンキャンセラブル
要件・フルペイアウト要件の充足による全部移転かどうかの判断基準)、リースの現行基準
の会計モデルには以下の 2 つの問題点が指摘されていた。（茅根［2006］参照） 
 
① リース契約をどのように評価するのかという契約履行義務の捉え方 
 現行上、ファイナンス・リースと判定された場合には、リース契約時点で履行義務がす
べてが履行されたかのように捉えて、反対にオペレーティング・リースと判定された場合
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には、全く履行されなかったかのようにみなされることになる。これは売買取引であるか、
サービス契約に近い取引であるかを一義的に決めつけることになり、レッサー・レッシー
のリース対象資産に対する持分や、受取債権や支払義務に対する持分がある場合でも、オ
ンバランスされることはない。 
 
② 数値基準の採用により経済的実態が同様でも全く異なる会計処理が可能となる点 
 オンバランスの判断基準にフルペイアウトの充足がある。上述のように、現在価値基準
や経済的耐用年数基準といった数値基準によって判断される場合があるが、この判断によ
っては、同様の経済的実態のリースでもオンバランス、オフバランスで会計処理が全く異
なってしまうことが考えられる。 
（茅根［2006］参照） 
 
 例えば、現在価値基準において、リース取引開始日に現在価値が公正価値の 89％と 90％
では両者の経済的実態は同じにも関わらず前者はオペレーティング・リース、後者はファ
イナンス・リースに分類されて会計処理も大きく異なってしまう。米国における現行基準
は日本の現行基準とは違い、「概ね」という記載がないために、数値に幅がなく固定されて
いるので、このような会計処理の矛盾はなお生まれやすいだろう。他方、例えば建物の 1
カ月リースと 10 年リースのように明らかに経済的実態が異なる場合にも、もし双方とも
オペレーティング・リースと判断されれば、オフバランス取引として同様の会計処理が要
求される。（茅根［2006］参照） 
 つまり、フルペイアウト要件における数値基準をオンバランスの判断基準とすることは、
結果としてリース取引を恣意的に構築できる余地を与えることになる。リース契約には割
引率をはじめとして、変動リース料の支払条項などの多くの要素が介在しているために、
リースのオンバランスを回避するようなリース契約の意図的な操作は容易である。もとも
と数値基準は、企業における会計操作の余地を狭めるとともに、アウトプットである情報
の比較可能性を高めることが期待されていた。しかし、契約の内容を恣意的に構成するこ
とによって基準からの逸脱が可能となる抜け道を提供することになり、結果としてオンバ
ランス情報の有用性を損なっている。このために、SEC スタッフ・レポートでは、数値基
準を廃止して実質基準を採用することが提案された。これは、SOX 法の「(ⅱ)拡張」とい
う目標にも合致したものであった。(茅根[2006]参照) 
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第３項 改善・見直しへの関心の高まり 
 SEC スタッフ・レポートでは、オフバランスで会計処理されるオペレーティング・リー
スについてその経済的影響の大きさを図るために 200社のサンプル企業のデータを提示し
た。この調査結果によれば、米国においては、割合・金額ともにオペレーティング・リー
スの経済的影響が大きい。これは、オペレーティング・リースがオフバランスされている
状況の重大さを示唆するとともに、財務報告の透明性を確保するために早急に改善される
必要があった。(茅根[2006]参照)この点は、第 3 章 第１項において詳細を説明する。 
 他方、SFAS 第 13 号が株価変動や経営者行動に及ぼす影響についても SEC スタッフ・
レポート公表以前から多くの実証研究がなされている。そこでは、負債比率の上昇による
財務制限条項への抵触やそれに伴う回避行動コストの発生、さらには株価の下落や投資家
の富の減尐など悲観的な影響を与えることから、企業はオペレーティング・リース取引に
よってオフバランスを好む傾向にあることが判明した。 
 このような現状分析より、FASAC(財務会計基準諮問委員会)の 2005 年 10 月の年次調査
の中で、リース会計の改善・見直しを最優先に考えており、関心の高さが伺える。さらに、
SEC スタッフ・レポートの提案に対して FASB は意見を求められており、2006 年の 2 月
にその回答を提出した。その中で、リース会計については、現行基準を改善するためのリ
サーチスタッフを組織して代替案を提示し、近い将来にはプロジェクトに取り上げるか否
かが明示されていた。（茅根［2006］参照）このように、2006 年当時、米国においても IASB
と同じ歩調でリース会計の改善・見直しに関心が高まっていた。このことによって、IASB
と FASB の共同プロジェクトとして、2006 年よりリース会計プロジェクトが開始された
のである。この IASB/FASB のリースに関する共同プロジェクトについては後述する。 
 
 
第３節 使用権モデルと総資産モデル 
この節においては、レッシー側におけるリースのオンバランス化の理論構成に関して、 
尐数意見であり、結局は棄却されてしまった、総資産モデルについても触れてみたい。総
資産モデルとは簡潔にいえば、レッシー側においてリース対象資産全体を資産として認識
し、支払義務のほかにリース物件の返却義務を負債として認識する方法である。この総資
産モデルは、G4＋1 の PP(Nailor and Lennard[2000])においても尐数意見として検討対象
となっていた。使用権モデルと総資産モデルが同時期に提案されたのは、使用権モデルが
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すべてのリース取引を忠実に反映するものではないためだと考えられる。つまり、この 2
つのモデルは、ともにリースの従来の実務で見られた企業のオフバランス行動を抑止し、
オンバランス化を図ったものであるが、いずれも単一法として完璧なモデルではなく、そ
れぞれの認識対象とする経済事象が相違していると推測できる。本節では、レッシー側に
焦点をあて、第 1 項 使用権モデルと総資産モデルの比較、第 2 項 経済事象の識別に関
する相違点、第 3 項 使用権モデルの限界と総資産モデルの意義を概観していきたい。 
 
第１項  使用権モデルと総資産モデルの比較 
 この項においては、Agenda Paper（IASB[2007]参照）に基づき、レッシー側における
使用権モデルと総資産モデルの会計処理面の比較を行っていきたい。総資産モデルの着眼
点は、簡潔にいえば、レッシーはリース期間にわたって解約不能なリース物件を支配する
権利を取得し、同時にリース料を支払う義務とリース期間終了時にリース物件を返却する
義務が発生するとするものである。以下設例を使って説明する。 
 
《設例》(佐藤・角ヶ谷[2009]から引用) 
次の条件に基づき、機械(耐用年数 5 年、残存価額 1,000)を 3 年間リースする契約をした。 
・リース物件の取得価額 10,000 
・解約不能である 
・年間リース料(後払い)  2,474 
・第３期末の残存価値   5,121 
・リース取引開始時におけるリース料総額の現在価値(利率 10％) 6,153 
・リース取引開始時における残余価値の現在価値(利率 10％)   3,847 
 
この設例において、使用権モデルと総資産モデルの会計処理の比較は以下のようになる。 
モデル 使用権モデル 総資産モデル 
使用権/機械 6,153 10,000 
支払義務 (6,153) (6,153) 
返却義務  (3,847) 
 
 前述したが、使用権モデルとは、リース物件の引渡しを契機に、レッシーがリース期間
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にわたり当該物件を使用する無条件の権利を有することを論拠として、使用権を資産認識
して、それに対するリース料の支払義務を負債認識するものである。したがって、使用権
モデルにおいては、リース期間終了後のリース物件にかかる権利・義務をオンバランスす
ることはない。ここで、いうまでもなく、使用権は所有権とは異なる。所有と同視できな
い大部分のリースについては、権利の資産性を否定する切捨点が存在しないことから、使
用権の多寡がそのまま資産として表現される。これは、すべてのリースにおいて所有との
同質性を見出す総資産モデルとは対照的といえる。（佐藤・角ヶ谷[2009]参照） 
 総資産モデルでは、リース期間にわたりリース物件がレッシーの支配下にあることを論
拠として、①リース期間中の経済的便益にかかる権利および②リース期間終了時の占有を
資産認識する。その結果、総資産モデルにおいては、リース物件全体の経済的価値(公正価
値)をオンバランスすることになる。そして、かかる総資産の対応する形で、③リース期間
中の支払にかかる債務および④リース期間終了時に資産を返却する義務を資産として認識
することになる。なお、返却義務は、リース期間が短くなるにつれて比重を増すことにな
る。図表 9 は、これらをまとめたものである。(佐藤・角ヶ谷[2009]参照) 
 
図表 9：レッシーにおける使用権モデルと総資産モデルの比較 
 使用権モデル 総資産モデル 
資産 ① リース期間中の経済的便益
にかかる権利 
① リース期間中の経済的便益にかかる権利 
② リース期間終了時の占有 
負債 ② リース期間中の支払にかか
る債務 
③ リース期間中の支払にかかる債務 
④ リース期間終了時に資産を返却する義務 
(佐藤・角ヶ谷[2009]引用)  
 
 
第２項  経済事象の識別に関する相違点 
 以上からわかるように、使用権モデルと総資産モデルの異同は、②リース期間終了後の
占有および④リース期間終了時に資産を返却する義務だということ、すなわち、残存価値
の計上の有無であることが分かる。これは、2 つのモデルの認識対象として識別される経
済事象が違うためだと考えられる。(佐藤・角ヶ谷[2009]参照)使用権モデルと総資産モデ
ルに分けて考察する。 
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① 使用権モデル 
 まず、使用権モデルにおいて識別される経済事象を検討する。Nailor and Lennard 
[2000]は、使用権モデルの一般的効果として、財務弾力性の反映を挙げている。FASB の
討議資料によれば、財務弾力性とは、｢企業が予期しないニーズや機会に対処すべく、将来
のキャッシュフローの金額とタイミングを変更する効果的な行動をとる企業の能力｣をい
う。企業は、営業活動状況の変化に伴う予期しない新規の投資機会を得るために、または、
危機を生き延びるために、財務弾力性を必要とする。ここで、財務弾力性の高い企業とは、
大きな借入能力および換金性の高い資産を有する企業をいう。(佐藤・角ヶ谷[2009]参照) 
 レッシーは、購入ではなく、リースを選択することによって、リース物件の使用により
もたらされる将来キャッシュフローを抑制することを期待する。そうであれば、使用権モ
デルのもとでは、リースという経済事象がレッシーの財務弾力性を高める活動ととらえる
ことができる。このことは、以下の更新オプション付リースの設例をみると分かりやすい。 
 
《設例》(佐藤・角ヶ谷[2009]から引用) 
先の事例のリースについて、次の条件に基づき 2 年間の更新オプションを付与した。 
・2 年間の更新オプションの価値 X 
・第 5 期末の残存価値 1,000 
・リース取引開始時の残存価値 (利率 10％) 622 
・5 年間のリース料総額の現在価値 (利率 10％) 9,378 
 
以上の設例において使用権モデルと総資産モデルの会計処理の比較は以下のようになる。  
モデル 使用権モデル 総資産モデル 
使用権/機械 6,153－X 10,000 
更新オプション X  
支払義務 (6,153) (6,153)(注) 
返却義務  (3,847)(注) 
(注)支払義務を 9,378 で、返却義務を 622 で測定することもできる。 
  
 このように、更新オプションは、別個の資産として個別に認識される。これは、更新オ
プションは行使日まで時間価値を有し、よって経済的便益の流入することが可能であるこ
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とから、無条件の権利として資産性が認められるためである。更新オプションが無条件の
権利とみなされる一方で、更新期間(この設例においては 2 年間)にかかる使用権はオンバ
ランスされない。これは、当該使用権は更新オプションの行使を条件とする条件付きの権
利とみなされるためである。同様に、更新期間にかかる支払義務に関しても、経済的便益
の流出の回避が可能であることから、条件付きの負債とみなされ、オンバランスされない。 
 更新オプションの評価額は、あくまでリースの中止・継続の選択権に対する現在の投資
と考えられる。結局のところ、使用権モデルにおける無条件という唯一の認識要件は、現
在の投資により拘束されるキャッシュ・アウトフローを画定する機能を有するといえる。  
 以上を総括すると、使用権モデルは、リースの財務弾力性を表すべく、現在の投資にか
かる将来のキャッシュフローを措定する。したがって、②リース期間終了後の占有および④
リース期間終了時に資産を返却する義務は、将来の投資にかかる将来キャッシュフローで
あるため、オンバランスされないのである。(佐藤・角ヶ谷[2009]参照) 
 
② 総資産モデル 
 総資産モデルは、権利・義務の認識ではなく、リース物件全体の認識を第一義とする。
これは、適用の簡便性や理解の容易性のためである。事実、物的資産の公正価値は、市場
が整備されている限り、契約当事者の恣意性が介入する余地のない客観性および硬度に優
る測定値である。 
 総資産モデルに関して、長期リースを選択する企業と購入を選択する企業との比較可能
性の観点から、使用権モデルよりも優れているのではないかとの意見もあった。リースか
購入かを問わず、物的世界の実在性を資産として報告するべきであるからである。また、
Monson[2001]は、特に資本集約的事業においては総資産モデルの選択適用を提唱していた。
たとえば、航空会社においては、航空機はリースされるのが一般であるが、航空会社が乗
客を乗せる場合には、無形の資産(使用権)に乗せるのではなく、航空機全体に乗せるのに
議論の余地はない。航空機は、航空会社の営業能力維持資本と考えられ、総資産モデルは、
リースという経済事象をレッシーの営業能力を維持する活動として識別するといえる。こ
のように、総資産モデルは、営業能力維持資本として物的資源を認識することから、購入
との比較可能性を担保するという利点がある。(佐藤・角ヶ谷[2009]参照) 
 総資産モデルが物的資源の資産認識を第一義とするならば、支払義務を債務額により認
識し、返却義務を物的資産の公正価値と債務額の差額によって認識する必要が出てくる。
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この点、Monson[2001]では、残存価値の返却義務を計上することによって、「航空会社の
財務諸表利用者は、当該企業がリース期間終了時に市場利子率で当該リース物件を再調達
するか、または当該物件を返却して重要な収入源を失うことになるのか知ることができる」
と述べられている。ここで、残存価値相当額は返却義務の性格を有するのではなく、ある
程度の蓋然性において、再投資にかかる資金調達源泉と解される。たとえば、資本集約事
業においては、リース期間終了後も同程度の営業能力を維持するために再調達ないし新規
調達する可能性は高いだろう。この場合、負債全体は、解約不能なリース期間および更新
期間にわたる資金調達源泉と解されるのである。(佐藤・角ヶ谷[2009]参照) 
 このような解釈は、前述の更新オプション付リースの設例に照らせば説明がつく。支払
義務の評価は、設例の解答にもあるが、解約不能期間の実際支払義務相当額(上の設例では
6,153)のみならず、更新期間を含めた金額(上の設例では 9,378)によることも可能である。
すなわち、差額計算される返却義務の金額はいずれの方法を採用するかによって違ってく
るのである。特に、更新オプションの付与によって再調達の可能性が高い場合には、支払
義務と返却義務を明示的に区別する必要性は尐なくなる。これは、資産側において更新オ
プションが、解約不能か、解約可能かを問わず、物的資産に含まれる形で認識されるがゆ
え個別に識別されないことと整合する。 
 したがって、使用権モデルでは、リースの財務弾力性をあらわすべく、現在の投資にか
かる将来キャッシュフローがその測定値となっていたが、総資産モデルでは企業の営業能
力を表現するために、残存価値分も含めたリース物件全体の公正価値を測定する必要があ
る。すなわち、総資産モデルにおいては使用権モデルとは異なり、現在だけでなく、再投
資といった将来の投資にかかる将来キャッシュフローが測定対象となるのである。以下、
図表 10 は総資産モデルの貸借対照表のイメージ図である。(佐藤・角ヶ谷[2009]参照) 
図表 10： 総資産モデルのストック表現 
            資産側         負債側 
 
リース物件の 
公正価値 
 
(佐藤・角ヶ谷[2009]引用) 
 
営業能力維持資本 現在・将来の 
資金調達源泉 
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第３項  使用権モデルの限界と総資産モデルの意義 
 G4＋1 においても、また後述する IASB/FASB の共同プロジェクトにおいても使用権モ
デルによるオンバランス化理論の構築が図られ、総資産モデルについては以下の理由か
ら具体的な提案には至っていない。 
・リース期間が短い場合には、残存価値が使用権相当額および支払義務相当額に比べて多
額になり、それをオンバランスすることは妥当ではないこと。 
・会計処理すべきリースを定義することが困難となる可能性が高いこと。 
・レッシーが認識するリース物件総額にリース期間満了後において当該資産を使用するこ
とから得られる経済的便益(レッシーが本来取得しえない権利)を含んでいること。 
・リース期間満了後にレッシーはリース物件に対していかなる権利も有さず、リース物件
が返還される際にはレッシーから経済的便益の流出がないにもかかわらず、リース物件
自体を返還するレッシーの義務が負債として認識されるため、レッシーの負債が過大に
評価されてしまうこと。 
 
前述したように、使用権モデルでは企業の財務弾力性に着眼している。財務弾力性の有
用性とは、将来キャッシュフローの不確実性の評価に資するところにある。多くの企業は、
長期計画を策定し、投資回収期間が長期にわたるプロジェクトに資金を投入する。しかし、
将来の起業環境および企業活動を前提とするために不確実性を免れない。財務弾力性は企
業の適応能力の尺度として機能する。たとえば、企業は好況期に予期しない投資機会に恵
まれ、他方、不況期には資金不足に陥るかもしれない。このような状況変化に適応できる
よう財務的担保の大きさが企業の財務弾力性の尺度となる。(佐藤・角ヶ谷[2009]参照) 
一般に、高い財務弾力性のプロジェクトを多く抱える企業は、換金性が高く頻繁に資金
調達手段を変更する機会を有するため、環境変化への適応能力が高いという傾向をもつ。
このように財務弾力性が高い場合、プロジェクトへの再投資は必要条件ではなく、リター
ンによってカバーされる支払利息や固定費の比率が小さいことから、裁量キャッシュ・ア
ウトフローが大きいという特徴が指摘される。他方、財務弾力性の低いプロジェクトの場
合、投資回収に長期間を要するため、環境変化への即時対応は困難である。図表 11 は、
財務弾力性の高低でプロジェクトを特徴づけた場合の比較である。(佐藤・角ヶ谷[2009]
参照) 
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図表 11：財務弾力性の観点からのプロジェクトの特徴  
プロジェクトの特徴 キャッシュ・ 
アウトフローの特徴 
資金調達手
段の特徴 
再投資の特徴 典型業種 
財務弾力性が高い 裁量的支出 可変性 自由度低い 小売業 
財務弾力性が低い 非裁量的支出 不変性 自由度高い 鉄鋼業 
(佐藤・角ヶ谷[2009]引用) 
  
 再投資の自由度が高い場合、残存価値相当額の投下資本は、裁量項目として解約不能 
なリース期間にわたり非拘束の状態にあると解釈される。つまり、リースについていえば、 
残存価値相当額だけ財務弾力性が高まると考えられる。たとえば、オペレーティング・リ 
ース取引の場合、残存価値相当額の割合が高く、その分だけ裁量性が増すことになる。 
 使用権モデルを採用する場合、上述のとおり、残存価値相当額の投下資本はオフバラン 
スされる。これにより、新規投資への配分額や新規借入の限度額といった貸借対照表項目 
に直接的には関連しないキャッシュの潜在的資源を表出する。(佐藤・角ヶ谷[2009]参照) 
つまり、再投資の変更を頻繁に行うような、再投資の自由度が高いリースに関しては、使 
用権モデルに基づき残存価値相当額の投下資本を識別し、かつそれをオフバランスするこ 
とで、財務弾力性を適正に表示できるのである。 
 これに対して、再投資の自由度が低いリースに関しては、現在の投資によるキャッシュ 
インフローの継続が期待される。よって、この場合、リース期間終了後も引き続き同程度 
の営業能力を維持するため、リース契約の更新がなされる可能性は高く、当初から再投資 
が想定される。このような状況は、所有を選択した場合と同一である。つまり、残存価値 
相当額の投下資本は、当初から拘束され続けると仮定される。とするならば、再投資を必 
然とするリースを利用した場合、使用権モデルに基づくと、財務弾力性の過大表示、さら 
には、総資本利益率の過大表示が懸念される。ここに総資産モデルの存在意義があると考 
えられる。 
たとえば、使用権モデルにおいては、同様の事業の継続が要請される公共事業のような
業種の場合、投資の継続性の反映に適さないだろう。このような場合において営業能力維
持の所要資本の存在を前提とする総資産モデルに理があるといえるだろう。つまり、総資
産モデルの存在意義とは、再投資にかかる資本(残存価値相当額)が実質的に拘束されてい
る場合において、収益力の尺度のみならず、財務弾力性の状況をより正確に投資者に提供
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できる点にある。(佐藤・角ヶ谷[2009]参照) 
さらに、G4＋1 の PP や後述する IASB/FASB の公開草案(ED)においても、解約不能要 
件を緩和し、ほとんどすべてのリースをオンバランスすることが提案されているが、投資
の継続性が想定される限りにおいて、解約可能なリースもオンバランスするという論理に
も総資産モデルは対応しているといえる。(佐藤・角ヶ谷[2009]参照) 
このように、総資産モデルに関して、結果としてこれに基づいた提案はされていないが、 
使用権モデルの限界を補完するかたちで総資産モデルも存在していると考えられる。しか
し、総資産モデルを棄却し、使用権モデルを採用するということは、リースを再投資の自
由度が高いもの、すなわち、残存価値が解約不能なリース期間にわたり非拘束の状態にあ
るものが重視されているためである。そうで考えるならば、残存価値相当額のみならず、
解約可能なリース料部分にも当てはまるといえる。つまり、使用権モデルにも総資産棄却
理由にあげられていたような問題があるということが示唆される。 
 
 
第４節 IASB/FASB による DP 
 上述のように、リース会計の改善・見直しへの関心の高まりが同時進行であったために
IASB と FASB の共同プロジェクトとして、2006 年(平成 18 年)からリース会計プロジェ
クトが開始された。これまで、リースに関する既存の会計モデルは、財務諸表利用者のニ
ーズに応えていないことへの批判がされてきた。G4＋1 や SEC スタッフ・レポートとも
重なるが、IASB と FASB は具体的には以下の点が指摘されているものと整理している。 
 
(a)   リースについてファイナンス・リースとオペレーティング・リースという類似する
取引が非常に異なる 2 つの会計モデルにより会計処理されている。このことは財務諸
表利用者の比較可能性を損ねている。 
(b)   レッシーはオフバランス処理できるようにリース契約を操作する可能性があり、レ
ッシーは財務諸表において認識されない資金調達の源泉を得ることになるが、このこ
とを財務諸表利用者が理解することは困難である。 
(c)   多くの財務諸表利用者は、オペレーティング・リースがレッシー企業の財務諸表 
おいて認識すべき資産及び負債をもたらすと考えており、これらの資産及び負債並び
に損益への影響を財務諸表に反映しようと日常的に金額を修正している。しかし財務
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諸表の注記において、利用可能な情報だけでは、すでに認識されている金額に信頼性
のある修正を行う上で不十分である。 
(d)  リース資産の使用権やリース料を支払う義務は IASB や FASB の概念フレームワーク
における資産・負債の定義を満たしているにも関わらずオンバランスされないのは、
基準の整合性が保たれない。 
(秋葉[2010a]、川西[2009]、坂井[2009]参照) 
 
このような批判を受け、IASB と FASB は、リースの予備的見解(以下 DP)を 2009 年(平
成 21 年)3 月に公表した。この DP においては、使用権モデルという新しいアプローチ法
により、レッシーの会計処理を提案しているが、レッサーの会計処理方法は詳細が明確に
されない形であり、この点に関して批判的なコメントを反映するかたちで、2010 年 8 月
17 日に新しいリース会計基準の公開草案(以下 ED)が公表された。 
 
 
第５節 IASB/FASB による ED 
2010 年 8 月に公表された ED においては、レッサーの詳細な会計処理方法も含めて、従
来のファイナンス・リース、オペレーティング・リースといった区分を廃止して、原則と
してすべてのリース取引にオンバランス処理が求められることが提案されている。  
 では、ED において提案された新しい会計モデルとはいかなるものなのであろうか。以
下、第１項レッシー側：使用権モデルの採用と、第 2 項レッサー側：ハイブリッドモデル
の採用に分けて説明する。 
 
第１項 レッシー側：使用権モデルの採用 
 今回の ED において一番の論点ともいえるのは使用権モデルの採用である。使用権モデ
ルとはレッシーのリース対象物件をリース期間中使用できる権利に着目したモデルである。 
 
①使用権モデル概要 
使用権モデルによれば、すべてのリース契約をリース期間にわたるリース物件の使用権の取
得と考えられる。したがって、レッシーは原資産の使用権、すわなち、リース期間にわたって
リース物件を使用する権利を表す資産を取得し、その権利に対してリース料の支払義務を負債
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として認識する。以下使用権モデルに基づいた仕訳例である。 
《設例》(DP から引用) 
耐用年数が 10 年である機械を５年という固定の期間以下の条件で借りる。 
・支払リース料総額 10,000 円(毎期末にリース料 2,000 を支払う) 
・追加借入利子率 5％ 
・残存価額はゼロとして 5 年間で定額法により減価償却を行う。 
・リースは解約不能である。 
・リース期間を延長する権利やリース期間満了時に機械を購入する権利はついていない。 
・残価保証はない。 
・リース料の支払はリース資産が引き渡された後、リース期間にわたり定期的に行わなけれ
ばならず、支払額は当初契約時に固定されている。 
・メンテナンス契約その他の付随契約はないものとする。 
 
このような設例のもと、レッシー側の仕訳例は以下の通りである。 
 レッシー側 
リース取引開始日 使用権資産     8,659 リース料支払義務  8,659 
利息相当額の計上 リース料支払義務  1,567 
支払利息      433 
現金        2,000 
減価償却費の計上 減価償却費     1,732 減価償却累計額   1,732 
 
このように、リース取引開始日に、使用権資産とリース料支払義務が計上される(オンバ
ランス)ことになる。使用権資産とは、リース期間にわたり、リース資産を使用する権利を
表象する資産とされる。この意味において、レッシーはリース資産を使用する権利を支配
し、当該支配は過去の事象の結果生じたものであり、さらにリース期間にわたりリース資
産を使用することにより、レッシーに経済的便益が流入することになるため、資産の定義
を満たすと考えられる。また、リース料支払義務はリース料を支払う義務に関する負債と
定義される。この意味において、レッシーはリース料を支払う現在の義務を有し、当該義
務は過去の事象の結果生じたものであり、さらに、当該義務により経済的便益の流出をも
たらすことが期待されている。したがって、リース料支払義務は負債の定義を満たすこと
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になる。（川西[2009]参照） 
なお、2009 年 3 月の DP の段階では、リース期間満了時にリース資産を返還する義務は
負債の定義を満たさないとして、前述した総資産モデルを棄却する暫定合意に至っている。
その理由としては、リース期間の満了時にリース資産をレッサーに返還する義務は、過去
の事象の結果生じた現在の義務であり、当該義務が経済的便益の流出をもたらす場合には
負債の定義をみたすことになるが、リース資産の返還にあたって、付随費用以外の経済的
便益の流出はないためである。すなわち、レッシーはリース資産を物質的に保有している
ものの、リース期間満了後には、当該資産を利用する権利を有しておらず、レッシーは第
三者のために資産を保有しているに過ぎない。したがって、リース期間満了時にリース資
産を返還する義務は負債の定義を満たさないことになるとしている。(川西[2009]参照) 
当初測定においては、リース料支払義務は見積りリース料を算定し、それを追加借入利
子率で割り引くことによって現在価値算定が行われる。また、使用権資産は取得原価によ
って測定される。なお、リース料支払義務との整合を保つため、使用権資産の取得原価は
レッシーの追加借入利子率を使用して割り引いたリース料の現在価値とされている。この
点、DP においては取得原価のほかに公正価値で当初測定をするという案も提示された。
しかし、他の非金融資産との整合性やレッシーの財務諸表作成にかかるコスト、取得原価
の公正価値の合理的な近似値となることから、公正価値は却下された。 
レッシーにおいて使用権資産、リース料支払義務としてオンバランスできるのは、前述
したように、今までの all or nothing の会計処理を要求するリスク・経済価値アプローチ
から財務構成要素アプローチに変わったためであると考えられる。しかし、リース契約は
しばしば上述のような単純なリースよりも複雑であり、リース契約により、レッシーは様々
な権利及び義務が移転することがある。たとえば以下のようなものが含まれる場合がある。
（加藤［2010］参照） 
・追加的なリース料の支払によりリース期間を延長するオプション   
・早期にリースを解約するオプション  
・追加金額の支払によりリース資産を購入するオプション  
・変動リース料を支払う義務  
・リース資産の価値が一定の価値を下回った場合に貸手を保証する義務(残価保証) 
 
これらのオプションについては、財務構成要素アプローチといえど、すべてのオプショ
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ンはバラバラに評価するのではなく、単一の資産負債アプローチとして評価することとさ
れている。すなわち、レッシーはオプションに基づき取得した権利を含む、単一の使用権
資産と偶発リース契約や残価保証に基づき生じた義務を含む、単一の支払義務を認識する
ことになる。バラバラにオプションがオンバランスされてしまうと、かえって財務諸表利
用者を混乱させかねないからである。（ASBJ[2010d]、川西［2009］参照）以下様々な不
確実性をどのように測定段階において反映させるかについて説明する。 
  
③ 不確実性の評価について 
ED においては、純粋な財務構成要素アプローチではなく、単一の資産負債として評価
するために、当初認識・測定段階で不確実性をどう評価し、事後的に見積もりが変更され
た際に差額をどのように取り扱うかが重要となる。以下、当初認識・測定段階における、
(a)発生金額（リース期間）、(b)発生金額（リース料）、(c)割引率、さらに事後測定段階に
おける(d)見積りの変更について考察する。(ASBJ[2010d]参照) 
 
(a)発生時期（リース期間）について 
 リース期間の不確実性については、期間に関するオプション(リース期間を延長したり早
期解約したりできるオプション)や購入に関するオプション (特定の日以後、リース資産を
購入する権利を付すもの。究極的な期間延長に関するオプションと考えられる)が考えられ
る。ED において、このようなリース期間の不確実性については、以下のような段階を踏
んで評価される。 
段階 1 
 借手は、契約に含まれるまたは法律の運用による明示的、黙示的な更新オプションまた
は早期解約オプションを考慮し、それぞれの可能性のあるリース期間の発生確率を見積も
る。 
・支払リース料(例：割引更新価格)や変動リース料(例：契約解除違約金、残存価値保証、
修復費用)の水準としての契約の要素 
・著しいリース物件の改良の存在、生産性ロスのコスト、移転コスト、税務上の影響のよ
うな非契約の要素 
・原資産が借手の事業に極めて重要かどうか、特別仕様かどうかといったビジネスの要素  
・企業の過去の実務や将来の意図 
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段階 2 
 発生する可能性が 50％を超える最長の期間を選択する。たとえば、５年間更新するオプ
ションが 2 回付された 10 年間の解約不能リース契約について 10 年間に 40％の確率、15
年間に 30％の確率、20 年間に 30％の確率で発生すると見込まれるとする。この場合には、
期間が短い方から数えても(15 年間は 70％＝40％＋30％)、長い方から数えても(15 年間は
60％＝30％＋30％)、15 年間が発生の可能性が 50％を超える最長期間ということになる。 
 
段階 3 
 事実または状況が、負債について前報告期間から重要な変動があることを示唆する場合
にはリース期間の見直しを行う。見積リース期間の変動を反映させるためにリース料支払
義務の帳簿価額を修正する。これに対応して、使用権資産の帳簿価額も修正するが、当該
無形資産については、IAS 第 36 号に従って報告日ごとに減損の検討を行う。 
 
(b)発生金額(リース料)について 
 リース料の不確実性の評価に関しては、期待結果アプローチが採用されている。ここで、
期待結果アプローチとは、合理的ないくつかの結果に対する確率を加重平均したキャッシ
ュフローの現在価値合計で評価する方法である。このアプローチについても同じように、
段階 1～段階 3 にわけて説明する。 
段階 1 
 変動リース料、残存価値保証における借手と貸手の支払、期間オプション違約金の貸手
への支払等について、合理的な可能性のある結果を見積もる。それぞれの結果について、
キャッシュフローの金額と時期を見積もり、キャッシュフローの現在価値を計算する。  
 なお、変動リース料の支払義務と、固定のリース料支払義務は、支払うべき金額は異な
るが、いずれも無条件の義務を負うため負債の定義を満たすと考えられる。  
 
段階 2 
それぞれの結果に対する発生確率（確率分布）を見積り、金額を確率で加重する。 
 
段階 3 
事実または状況が、負債について前報告期間から重要な変動があることを示唆する場合に
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は、変動リース料の見積もり、残存価値保証における借手と貸手の支払、期間オプション
違約金の貸手への支払等の変動額のうち、前期以前に関連するものは損益として、将来の
期間にわたって関連するものはリース支払義務および使用権資産の帳簿価額の修正として
扱われる。 
 
(c)割引率について 
 (a)発生時期および(b)発生金額の見積りの後、これらは将来発生のものであるため、現在
価値に割引く必要がある。この割引率は上述のとおり追加借入利子率によって行われる。
リース計算上の利子率を算定することレッシーにとって困難である場合が多く、これを原
則としつつ、実務上不可能な場合には借手の追加借入利子率を使用する方法はレッシーに
とって複雑であり、財務諸表利用者にとって比較可能性を減じる可能性があるためである。 
 
(d)見積りの変更について 
 (a)～(c)については当初認識・測定時期に行われるが、その見積りに変更が生じているこ
とが示唆される場合には、事後測定段階においてそれに対応することで不確実性評価に反
映されている。(a)に関して変動の兆候がある場合には、この変動の影響はリース料支払義
務の修正およびそれに対応する使用権資産の帳簿価額の修正という形で反映される。また、
(b)に関して、例えば、変動リース料の見積り、期間オプションの違約金、残存価値保証の
変動に関しては、その変動が当期または前期以前の変動に関連する金額については、損益
と認識される。もし、これが将来の期間に関連する変動であれば、リース料支払義務及び
使用権資産の帳簿価額の修正ということで対応される。 
 なお、割引率については、原則として変更しない。なぜなら、変動リース料が基準利子
率を基礎としているために、基準利子率の変動にともない割引率を修正し、変動を損益に
認識しなければいけない場合を除いては、割引率の変更は行わないとされている。  
 
第 2 項 レッサー側：ハイブリッドモデルの採用 
 ED において、レッサーの会計処理方法として、2 つのアプローチを用いることが提案
されている。リースごとに、貸手は履行義務アプローチ又は認識中止アプローチのいずれ
かを適用することになり、いずれのアプローチを適用するかはレッサーが原資産に関する
重要なリスクおよび経済価値を留保しているかどうかを判断して決定される。 
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 まず、いずれのアプローチによった場合でも、レッサーはレッシーからリース料の支払
を受ける権利を表象するリース債権を計上する。リース債権は、リース期間にわたって受
領することが予想されるリース料を、レッサーがレッシーに課している利率で割り引いた
現在価値で測定される。 
 次に、レッサーがリース対象物件に関する重要なリスクに晒され、または便益を享受し
ていると判断される場合、レッサーは履行義務アプローチを適用する。一方、リース対象
物件に関する重要なリスクに晒されておらず、または便益も享受していないと判断される
場合には、認識中止アプローチを適用する。なお、この場合ごく僅かな重要でないリスク
及び便益は度外視される。 
さらに、リース対象物件に伴うリスク及び便益を留保していない場合は原資産の売買とみ
なされ、リース基準の適用範囲外とする。なお、もし留保しているリスク及び便益がごく
僅かな場合もリース基準の適用範囲外とされる。以上をまとめたのが図表 12 である。 
 
図表 12：ED におけるハイブリッドモデル概要 
レッサーによる原資産に伴うリスクと 
便益の留保の程度 
会計処理 適用範囲 
原資産に伴う重要なリスク又は便益を留保し
ている場合 
履行義務アプローチ リース基準の 
適用範囲内 
原資産に伴う重要でないリスク又は便益 (ご
く僅かなものを除く)を留保している場合 
認識中止アプローチ 
原資産に伴うリスク及び便益を留保していな
いか、留保していてもごく僅かである場合 
原資産の売買 リース基準の 
適用範囲外 
(ASBJ『リース会計に関する論点の整理』引用) 
 
以下履行義務アプローチと認識中止アプローチのそれぞれに分けて説明する。  
① 履行義務アプローチ 
この履行義務アプローチは、前述したように、レッサーが原資産に関連する重要なリス
クおよび経済価値を保持している場合を想定している。 
レッサーは、リース対象物件を継続して財政状態計算書に計上し、ほかの自己所有有形
固定資産と同様に、減価償却を行わなくてはならない。そして、リース料を受領するリー
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ス債権を資産計上するとともに、レッシーに使用させる義務をリース負債（履行義務）と
して計上する。リース期間にわたって履行義務を充足していくに従い、レッサーはリース
負債を収益に振り替えていく。また、リース債権は、実効金利法による償却原価で事後測
定される。以下仕訳イメージである。 
 レッサー側：履行義務モデル 
リース取引開始日 リース債権     ×× 
(金銭債権) 
リース負債      ×× 
(履行義務) 
利息相当額の計上 現金        ××  リース債権      ×× 
受取利息       ×× 
減価償却費の計上 減価償却費     ×× 減価償却累計額   ×× 
（ASBJ『公開草案「リース」』2010年d をもとに作成） 
 
 このように、履行義務アプローチでは、リースによって、リース資産とは別に資産(リー
ス債権)と負債(リース負債)が新たに生じ、それらはレッサーが使用権をレッシーに付与し
てもリース資産の支配は失わず、そのまま計上し続けるという考え方である。このアプロ
ーチでは、リース負債が2010年6月に公表された公開草案（ED）「顧客との契約における
収益認識」(以下収益認識ED)にいう履行義務にあたるとしている。収益認識EDでは、履
行義務が充足されたときに収益認識することを提案しており、リースEDではこれを受けて、
レッサーがリース対象物件をレッシーに使用させるにつれて、リース負債で示される履行
義務が連続的に充足されるために、レッサーは、リース期間にわたって連続的にリース収
益(受取利息)を認識することになる。これは賃借というサービスが連続的にレッシーに移
転しているためであると考えられる。 
 
② 認識中止アプローチ 
認識中止アプローチは、前述したように、レッサーが原資産に関連する重要なリスクお
よび経済価値を保持していない場合を想定している。 
レッサーはリース対象物件の帳簿価額のうち、使用権の部分（リース期間にわたって原
資産を使用するレッシーの権利を表象する部分）について、認識を中止することになる。
帳簿価額のうち認識を中止しない部分は、残余資産に配分される。原資産の帳簿価額は、
リース開始時の（認識中止部分と残余資産の）相対的公正価値に基づき、認識中止部分と
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残余資産に配分される。残余資産は、減損または借手の使用権部分を再評価した結果、変
動が生じる場合を除き、事後的に再測定されることはない。 
認識中止アプローチにおいても、リース債権は、リース期間にわたって受領することが
予想されるリース料をレッサーがレッシーに課している利率で割り引いた現在価値で測定
され、リース対象物件の帳簿価額のうち使用権の部分について認識を中止する。そのため、
リース取引開始日に利益（または損失）を認識することがあり、この点が履行義務アプロ
ーチとの主な相違となる。また、リース債権を実効金利法による償却原価で事後測定する
点は、履行義務アプローチと相違ない。以下仕訳イメージである。 
 
 レッサー側：認識中止アプローチ 
リース取引開始日 リース債権     ×× 
(金銭債権) 
リース収益      ×× 
 
リース費用     ×× リース資産      ×× 
(固定資産)  
利息相当額の計上 現金        ××  リース債権      ×× 
受取利息       ×× 
減価償却費の計上 
      －      －   
（ASBJ 公開草案「リース」2010年d をもとに作成） 
 
リース取引開始日におけるリース収益については、リース料の現在価値を示すリース収
益と認識中止されたリース対象物件の原価を示すリース費用が、レッサーの営業活動の一
環で発生する場合には収益および売上原価として分類される。そして、総額で表示するか
純額で表示するかに関してはレッサーのビジネスモデルによるものとする。  
収益認識EDにおける履行義務との整合性としては、この認識中止アプローチにおいては、
レッシーに資産を引き渡す義務が履行義務として考えられる。そのために、リース取引開
始日にこの履行義務は充足されると考えられることから、リース取引開始日の仕訳では、
履行義務は表面化してこない。 
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第３章 ED の考察 
 この章では、最終章における「新しいリース会計基準の提言」につながるように、2010
年 8 月に IASB から公表された ED の是非を検討していきたい。第 1 節 ED のもたらす
影響において、ED の提案が採用された場合に期待される好影響および懸念される悪影響
を概観する。第 2 節 他の会計基準との整合性では、レッシー側の他の会計基準との整合
性に焦点をあてて分析したい。第 3 節 ハイブリッドモデルの整合性においては、レッサ
ーの会計モデルの整合性をレッシー側の会計モデルおよび収益認識 ED との比較という観
点から検討していきたい。 
 
 
第１節 ED のもたらす影響 
 
第 1 項 ED のもたらす好影響 
 ED における最大の提案は、レッシー側の会計処理方法の改善を図った使用権モデルの
採用といえる。なぜなら、もともと問題視されていたレッシー側のオフバランス行動を抑
止し、リース取引のほとんどすべてにオンバランスを求めることが可能な会計モデルだか
らである。この使用権モデルのプラス面としては以下の点が考えられており、IASB/FASB
のリースの共同プロジェクト始動の背景にあった現行の問題点をクリアすることが期待さ
れる。(秋葉[2010a]参照) 
 
(a) すべてのリース契約に同一の会計処理を適用するために、比較可能性が向上する。 
(b) 幅広いリースに対応可能となることで、オフバランス処理の機会が減尐することによ
り、財務諸表の比較可能性や理解可能性が向上する。 
(c) 財務諸表利用者は、オフバランスされた資産・負債について、注記を介して財務諸表
の金額を修正する必要がなくなり、信頼性向上や財務諸表利用者のコスト削減が期待
できる。 
(d) IASB/FASB 両ボードの概念フレームワークや最近公表された他の会計基準と整合し
ている。 
 
とくに(c)の効果に関しては、財務諸表利用者の多くに期待されている。現行基準でい  
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うオペレーティング・リースをオンバランス化させることは、レッシー企業にとってはコ
ストがかさむことであっても、財務諸表利用者の観点からすれば、今までの解約不能なオ
ペレーティング・リースの注記情報を介して財務諸表を修正するコストは甚大であること
が伺える。以下とくに財務諸表利用者が主張する ED の効果である。(秋葉[2010a]参照) 
 
(あ)情報の正確性や企業間の比較可能性が高まる 
(い)特に、オペレーティング・リースの情報を修正する必要がなくなるため、提案された
使用権モデルによる情報は意思決定において有用になる。 
(う)個々のアナリストの判断にかかる負担が軽減するために、比較可能性の改善をもたら  
す。 
このように、ED に対して、財務諸表利用者にとって情報の有用性が高まることへの
期待が大きいことが伺える。では、ED を適用することで投資者の意思決定にどのよう
な変化が起こりうるのだろうか。 
この予測に際して、ファイナンス・リースが注記開示からオンバランスが求められるよ
うになった、SFAS 第 13 号とわが国における平成 19 年改正の適用前後の、財務諸表利用
者、特に投資家の意思決定の変化に着目する。Ro[1978]や Bowman[1980]、Murray[1982]、
Finnerty et al.[1980]の実証研究によれば、SFAS 第 13 号によってオンバランスされるこ
ととなったリースについては、適用前に注記開示であってもその情報は証券市場での評価
に既に織り込まれており、適用後オンバランスに移行しても市場での評価は変わらないこ
とが確認されている。(坂井[2010]参照)さらに、わが国における平成 19 年基準改正におい
ても、坂井[2010]の実証研究によれば、証券市場は適用前の注記開示から適用後のオンバ
ランスになったことに関して平均的に反応しておらず注記開示と本体認識が投資家にとっ
て無差別であることが確認された。これらの結果は、証券市場では、基準改正のアナウン
スメントがあったときに反応するかもしれないが、オンバランスされた時点、すなわち、
財務諸表本体で認識された時点ではそれはすでに織り込み済みであること、つまり、効率
的な市場を前提とすれば、情報の開示場所(注記情報か財務諸表本体情報か)によって財務
諸表利用者の意思決定のあり方は変わらないことを証明するものである。 (坂井[2010]参
照) 
これらの実証研究で示されているように、従来注記が求められているリース(解約不能な
オペレーティング・リース)に関しては ED 適用後も財務諸表利用者の意思決定に変化を及
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ぼさないだろう。しかし、ED は従来注記開示が求められていない解約可能なリースにま
でオンバランスを求めているため、この点に関して財務諸表利用者の意思決定に際して有
用な情報を与えうるだろう。 
さらに、ED ではレッサー側において、ハイブリッドモデルが提案されている。ハイブ
リッドモデルでは、レッサーのビジネスモデルの経済性の相違によって履行義務アプロー
チと認識中止アプローチで選択適用ができるために、より経済実態により忠実な会計処理
が期待でき、もって財務諸表利用者にとって有用な情報を与えうるだろう。(ASBJ[2010d]
参照) 
  
第 2 項 ED のもたらす悪影響 
まず、第 1 項であげた使用権モデルの好影響の「(ｄ) IASB/FASB 両ボードの概念フレ
ームワークや最近公表された他の会計基準と整合している」に関し、使用権モデルと概念
フレームワークの関係性については、開発中の概念フレームワーク自体をすすめることに
より初めて整合的になるという指摘もある。すなわち、概念フレームワークが流動的であ
る場合、どの概念フレームワークを参照して開発していくのかによっては、ばらばらに導
かれるため基準間の整合性が保たれない可能性があるとされている。たとえば、使用権モ
デルによって、すべての未履行契約が資産・負債として認識されかねないのである。この
点については次節の他の会計基準との比較でさらに詳しく分析していく。また、ハイブリ
ッドモデルの採用に関しては、主にレッシーとの会計処理の整合性や、他の会計基準との
整合性が特に問題視されているため(秋葉[2010b]参照)、次節において取り上げる。 
ここでは、ED のもたらす経済的な影響を考察する。経済的な影響としては、日本にお
ける基準改正時に懸念されたこととほとんど同じことが考えられる。レッシーにおいては、
負債の認識を伴うために、負債の純資産に対する割合である負債比率が低下し、安全性の
指標が悪化する。このことにより、信用能力が低下し、銀行からの借入限度額の引き下げ
や社債格付けの低下が考えられ、他人資本による資金調達が困難になり得る。さらには財
務制限条項を設けている場合には、財務制限条項に抵触してしまう可能性がある。(佐藤・
角ヶ谷[2009]参照)また、今までオペレーティング・リース取引として賃貸借処理され、解
約不能で重要性があるものは、注記として記載することで済んでいたが、ED が適用され
ることによって重要性がないリース取引にまでオンバランスが求められることになると、
当初測定において不確実性をどう評価しいくらを計上すべきなのか、また利息の計上や減
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価償却の計算といった事後測定の手間がかかりレッシー側のコストがかさむことになる。 
これらの点を考慮すれば、日本において平成 19 年基準改正時に懸念されていたような、
レッシー会社の需要が低下し、レッサーの立場から考えればこの需要低下によりリース市
場が落ち込み、崩壊してしまうという悪循環を生みかねない。 
経済的影響の大きさについて、SEC スタッフ・レポートで示唆されている。前述の通り、
SEC のスタッフ・レポートにおいては、現行ではオフバランスされているオペレーティン
グ・リースの経済的影響の大きさを調査している。200 社のサンプル企業のデータを提示
している。以下詳細のデータである。 
 
図表 13：OL と FL による将来 CF の報告企業の割合 
リースの分類 全サンプル 
(n=200)(％) 
サブサンプル 母集団の推定値 
(N=10,100)(%) 大企業
(n=100)(%) 
ランダム(抽出)企業 
(n=100)(%) 
OL の報告企業
の割合 
77 91 63 63.3 
FL の報告企業
の割合 
30.5 39 22 22.2 
(茅根[2006]引用） 
 
図表 13 は解約不能オペレーティング・リースとファイナンス・リースの報告企業の割
合を示している。この調査結果に基づけば、サンプル企業の 77％がオペレーティング・リ
ースの情報を報告したのに対して、ファイナンス・リースの情報は約 31％に過ぎないこと
が分かる。また、全サンプルから米国企業の母集団(10,100 社)を推定すると、オペレーテ
ィング・リースの割合は全体の約 63％であり、ファイナンス・リースの割合は 22％とい
う計算になる。さらに以下の図表 13 においてはオペレーティング・リースとファイナン
ス・リースの割引前将来キャッシュフローの金額を示している。 
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図表 14：OL と FL の割引前将来 CF の金額  
リースの分類 全サンプル 
(n=200) 
(百万) 
サブサンプル 母集団の推定値 
(N=10,100) 
(百万) 
大企業
(n=100)(百万) 
ランダム(抽出)企業 
(n=100)(百万) 
OL の割引前 CF ＄205,971 ＄195,506 ＄10,465 ＄1,252,006 
FL の割引前 CF ＄16,095 ＄15,802 ＄293 ＄45,102 
(茅根[2006]参照) 
 
 図表 14 のように、割引前の将来キャッシュフローに金額ベースで比較してみると、サ
ンプル企業の解約不能オペレーティング・リースのキャッシュフロー総額は、ファイナン
ス・リースの約 160 億ドルに対して、その 13 倍の約 2,060 億ドルとなっている。全サン
プルから米国企業の母集団を推定すると、米国全体のオペレーティング・リースの割引前
キャッシュフロー総額は約 1 兆 2,500 億ドルにも達することになる。 
 この調査ではオペレーティング・リースは解約不能なものだけが対象とされたが、もし
ED が採用された場合、解約可能なものまで含めたほとんどすべてのリースがオンバラン
スの対象となる。よって、世界的にみれば何 100 兆ドルもの経済的影響がでるはずである。
そして、世界各国の企業の財務諸表は大きく膨れ上がり、平成 19 年時の日本基準改正時
に懸念されたことが、今回は金額の大きさから現実にリースの需要が大幅に減尐すること
も考えられる。リースを利用してもしなくてもオフバランスできないとなれば、リース業
界は図表 2 で示したような、リース利用理由の資産のアウトソーシング効果や、事務処理
の省力化・コスト削減といったメリットで購入という選択肢に差別化を図っていかなけれ
ばならないだろう。 
 以下では、2 節にわたり、ED において提案された会計モデルが他の会計基準等に整合
した会計モデルなのかを検証していく。 
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第２節 他の会計基準との整合性 
 この節ではレッシー側について提案されている使用権モデルと他の会計基準が整合して
いるかを検討する。使用権モデルと現行の会計モデルとの最大の違いは、物件それ自体と
それが生み出している権利とを異なる主体がともにオンバランスする点などにあるため、
このような処理が実際に行われている他の会計基準の比較も有用かと考えられる。しかし、
本論文においては、使用権モデルと現行基準にあるファイナンス・リースとの連続性にま
ず着眼した。 
第 2 章第 5 節で説明の通り、ED においては、リース取引開始日の当初測定の際、主に
見積りリース料を追加借入利子率で現在価値に割り引き、リース料支払義務という負債を
測定し、その負債の測定額をもって使用権資産という資産額の測定も誘導され、両者はオ
ンバランスされる。すなわち、負債の測定は、リース料支払い義務という負債の負債性お
よび、使用権資産という資産の資産性も確定するため、最重要課題といえる。したがって、
本論文においては、使用権モデルにおける負債に着目し、負債の測定の妥当性ひいては負
債性の有無を、他の会計基準と整合しているかという考察によって導き出すことを主眼と
している。 
レッシー側において、リース取引開始日における当初測定の際、オプション等を含んだ
契約や、解約可能なリース取引も考慮するため、不確実性の評価が行われることになるた
め、負債の測定はこの不確実性の評価が鍵となる。そこで、リースと同じように将来発生
であるために見積りが必要であるため、不確実性の評価の行われる資産除去債務会計と退
職給付会計を用いて、ED の不確実性の評価の完全性について検討したい。まず第 1 項に
おいて、資産除去債務会計における不確実性の評価、第 2 項において退職給付会計におけ
る不確実性の評価を概観する。さらに、その上で、第 3 項においてこれらと ED における
不確実性の評価との整合性を検討したい。 
 
第１項 資産除去債務会計における不確実性の評価 
① 資産除去債務の概要 
資産除去債務は、基準によれば、「有形固定資産(建設仮勘定、リース資産、投資不動産
なども含む)の取得、建設、開発または通常の使用によって生じ、当該有形固定資産の除去
に関して法令または契約で要求される法律上の義務およびそれに準ずるもの」をいう。 
日本においては、特に国際的な会計基準とのコンバージェンスとの一環で基準設定が行
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われた。2008 年（平成 20 年）3 月 31 日に、ASBJ から「資産除去債務に関する会計基準」
および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」が公表された。当該会計基準等は、
2007 年（平成 19 年）12 月に公開草案として公表された後、寄せられたコメントなどの分
析を経たうえで公表されたものである。コンバージェンスが行われているため、以下では
この公表されている日本基準に沿って主に見ていきたい。 
まず、資産除去債務に該当し、当該会計基準が適用を受けるのは以下図表 15 のような
適用範囲フローチャートによって決まるとされる。 
 
図表 15：適用範囲フローチャート 
                  
                    はい 
 
     いいえ 
                    いいえ 
                    
     はい 
 
                   いいえ 
 
    はい 
 
                   いいえ 
 
     はい 
 
 
(新日本有限責任監査法人『固定資産会計の実務』2010 年引用) 
 
 まず、(A)除去に関しての「除去」とは、売却、廃棄、リサイクルその他の方法による処
分等によって、有形固定資産を用益提供から除外することをいう。一時的な除外、転用、
有形固定資産の使用期間中に実
施する環境修復や修繕か？ 
(A)除去に該当するか？ 
(B)除去の義務が「法律上の義務
およびそれに準ずるもの」か？ 
(C)除去の義務が「通常の使用」
によるものか？ 
資
産
除
去
債
務
計
上
対
象
外 
資産除去債務として計上 
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用途変更、有形固定資産が遊休状態になる場合には、企業が自ら使用を継続しているため
に「除去」には該当しない。(B)に関しては以下の図表 16 のように整理できる。 
 
図表 16：法律上の義務とそれに準ずるもの 
法律上の義務 法律上の義務に準ずるもの 
・原子力発電施設の解体に伴う債務 ・当事者間で清算が要請される債務 
・定期借地権契約で賃借した土地の上に建
設した建物を除去する義務 
・過去の判例や行政当局の通達のうち、法
律上の義務とほとんど同じ不可避的な支出
が義務付けられるもの ・鉱山等の原状回復義務 
・賃借建物の原状回復義務 ・・・etc 
(新日本有限責任監査法人『固定資産会計の実務』2010 年参照) 
 
企業が所有する有形固定資産に特定の有害物質が使用されており、有形固定資産を除去
する際に当該有害物質を一定の方法により除去することが、法律等により義務付けられて
いる場合に、将来、有形固定資産の除去時点で有害物質の除去を行うことが不可避的であ
るならば、当初認識時点で当該有害物質を除去する義務が存在していると考えられる。こ
のため、当初認識時点で、有形固定資産自体を除去する義務はなくとも当該有形固定資産
に使用されている有害物質の除去義務事態は資産除去債務に含まれると考えられる。なお、
この場合には資産除去債務の計上の対象となるのは、当該有形固定資産の除去費用全体で
はなく、有害物質の除去に直接関わる費用となる。 
さらに、法律上の義務に準ずる義務は、債務の履行を免れることがほぼ不可能な義務を
指し、法令または契約をほぼ同等の不可避的な義務といえるため、資産除去債務の対象と
なる。よって、有形固定資産の除去が企業の自発的な計画のみによって行われる場合には、
法律上の義務に準ずるものには、該当しないことになる。 
さらに、(C)通常の使用に関しては、有形固定資産を意図した目的のために正常に稼動させ
た場合に限定する。よって、除去の義務が、不適切な操業等の異常な原因によって発生し
た場合には、資産除去債務として計上すべきものとはいえず、引当金の計上や減損の対象
となる。 
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② 資産除去債務の会計処理方法 
資産除去債務の仕訳イメージは以下の通りである。 
当初認識・測定 有形固定資産 ×× 未払金   ×× 
資産除去債務 ×× 
事後測定 
利息相当額の計上 
減価償却費の計上 
 
利息費用  ×× 
減価償却費 ×× 
 
資産除去債務   ×× 
減価償却累計額 ×× 
(ASBJ 『資産除去債務に関する会計基準』2008 参照) 
  
まず、当初認識・測定時には、除去に要する割引後のキャッシュフローを算定し、負債
計上し、同額を有形固定資産の帳簿価額に加算する。事後測定に関しては、時の経過によ
る利息調整額の計上とそれに伴う資産除去債務の同額加算が行われ、対象有形固定資産の
減価償却費の計上が行われる。次に、測定に関して、不確実性の評価の観点から掘り下げ
ていきたい。 
 
③ 資産除去債務の不確実性の評価 
以下、当初測定段階において(a)発生時期、(b)発生金額、(c)割引率、事後測定段階にお
いては(d)見積もりの変更に分けて考える。 
まず、当初測定において不確実性の評価が行われる。資産除去債務においては(a)発生時
期について大きな不確実性は存在しな。なぜなら、資産除去債務の発生時期は取得した対
象の有形固定資産が解体、撤去、処分等されるとき、すなわち耐用年数到来時とされてい
るためである。耐用年数に関して、減価償却計算上経済的耐用年数とほぼ変わらないこと
から、一律で定められている法定耐用年数が多くの企業で用いられる。この点において不
確実な要素は乏しいと考えられる。 
一方で、資産除去債務が発生しうる(b)発生金額については詳細に定められている。なお、
資産除去債務における(b)の評価に関しては(ⅰ)合理的な見積もりが出来る場合と、(ⅱ)合
理的な見積もりが出来ない場合とで分けて定められている。 
(a)及び(b)の評価に関して、合理的な見積もりが出来る場合においては、まず、有形固定
資産の除去に関する割引前の将来キャッシュフローを見積もる必要がある。なお、将来キ
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ャッシュフローの範囲に関して、有形固定資産の除去に係る作業のために直接要する支出
や処分に至るまでの支出(例えば、保管や管理)は将来キャッシュフローに含めるが、法人
税等の影響に関しては将来キャッシュフローに含めないとされている。また、将来キャッ
シュフローの見積もりの際に基礎となる情報は次のようなものが挙げられている。 
・対象となる有形固定資産の除去に必要な平均的な処理作業に対する価格の見積もり、 
・対象となる有形固定資産を取得した際に、取引価額から控除された当該資産に係る除去
費用の算定の基礎となった数値 
・過去において類似の資産について発生した除去費用の実績 
・当該有形固定資産への投資の意思決定を行う際に見積もられた除去費用 
・有形固定資産の除去に係る用役(除去サービス)を行う業者など第三者からの情報 
 
上記のような情報を基に、割引前 (予測)キャッシュフローの中で《1》生起する可能性 
が最も高い単一の金額、または《2》生起し得る複数のキャッシュフローをそれぞれの発
生確率で加重平均した金額を現在価値に割引くことで資産除去債務の金額が決定する。 
 なお、現在価値を算出する際の(c)割引率に関しては、将来キャッシュフローが発生する 
と予測される時点までの期間に対応する貨幣の時間価値を反映した無リスクの税引前の利  
率（利付国債の流通利回り etc)が用いられる。以下、設例を用いて説明する。 
《設例》(ED から引用) 
企業は耐用年数 5 年経過後に除去する義務のある設備を取得した。 
予測キャッシュフロー     発生確率 
    600           50％ 
    200           30％ 
    700           20％  
 
この設例において、《１》生起する可能性が最も高い単一の金額は 600、《２》生起し得 
る複数のキャッシュフローをそれぞれの発生確率で加重平均した金額は 500（＝600×50％
＋200×30％＋700×20％）となる。これらいずれかを採用し、現在価値に割り引くことで
資産除去債務の当初測定がおこなわれる。なお、固定資産の減損会計では、将来キャッシ
ュフローの見積りと割引率のいずれかに不確実性を反映させるが、資産除去債務では、割
引率には不確実性を反映させず、将来キャッシュフローにのみ反映させる。資産除去債務
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の当初測定のイメージ図は以下の通りである。 
 
図表 17：資産除去債務のイメージ図 
   
                                           
 
 
 
 
 
                             T 
           １年           将来支出 
(ASBJ『資産除去債務の会計処理に関する論点整理』2009 引用) 
 
次に、合理的な見積もりが出来ない場合について考える。これは、発生時点(当初認識時 
点)では資産除去債務の履行時期の予測や将来の最終的な除去費用の見積りが困難であっ
て、資産除去債務を合理的に見積もることが出来ない場合を指す。すなわち、決算日現在
入手可能な全ての情報を勘案して、最善の見積りを行ったにも関わらず、それでもなお合
理的に金額を算定できない場合を指す。この場合、合理的に見積もることができるように
なった時点で負債計上する。なお、資産除去債務の概要と合理的に見積ることができない
旨およびその理由を注記する必要がある。 
事後測定段階においては、不確実性について(c)見積りの変更の必要性がある場合には、
割引前の将来キャッシュフローに重要な見積りの変更が生じた場合の当該見積もりの変更
による調整額は、資産除去債務の帳簿価額および対応する有形固定資産の帳簿価額を修正
することになる。 
また、見積もりの変更が行われる際に使用される利率は、場合によって取扱いが異なる。
将来キャッシュフローが増加すると予測される場合は、その時点の割引率を、将来キャッ
シュフローが減尐すると予測される場合は当初認識時の割引率を、過去に将来キャッシュ
フローの見積もりが増加した場合で、減尐部分に適用すべき割引率を特定できない場合は
加重平均した割引率を用いて見積りの変更を行う必要がある。  
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 このように、資産除去債務の見積りの変更から生じる調整を会計上プロスペクティブ・
アプローチによって処理している。プロスペクティブ・アプローチとは、資産除去債務に
係る負債および関連する有形固定資産の帳簿価額に加減して、減価償却を通じて残存耐用
年数にわたって費用配分する方法である。なお、見積もりの変更から生ずる変更に関して、
キャッチアップ・アプローチ（資産除去債務に係る負債および有形固定資産の残高の調整
を行い、その調整の効果を一時の損益とする方法）や、レトロスペクティブ・アプローチ
（資産除去債務に係る負債および有形固定資産の残高を過年度に遡及して修正する方法）
も比較検討された。しかし、国際的な会計基準において、将来に向かって修正する方法が
採用されていることに加え、わが国の現行の会計慣行においても耐用年数の変更について
は影響額を変更後の残存耐用年数で処理する方法が一般的であることなどから、プロスペ
クティブ・アプローチによって処理することとされている。（ASBJ[2008]参照） 
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第２項  退職給付会計における不確実性の評価 
① 退職給付会計の概要 
退職給付とは、一定の期間にわたり労働を提供したこと等の事由に基づいて、退職以  
後に従業員にたいしてなされる給付であり、退職一時金および企業年金制度がその代表例
である。 
 日本においては、1980 年代後半から内部積立制度である退職給与引当制度から外部積立
制度である企業年金制度への移行が多くの企業において一部または全面的に行われた。一
方で、企業年金に関する会計処理を包括的に取り扱う会計基準が存在せず、様々な会計処
理が行われ、企業間の比較が投資家にとって困難な状況であった。さらに、コンバージェ
ンスの一環として退職給付会計(退職一時金と企業年金制度)を包括的に基準整備する必要
があった。わが国では、1999 年(平成 11 年)6 月に「退職給付に係る会計基準」が公表さ
れ、2001 年 3 月期決算より企業年金や退職一時金といった退職給付制度にかかる開示が
義務づけられ、積立不足については退職給付引当金として貸借対照表に計上しなくてはな
らなくなった。以下、退職給付会計の適用範囲を示している。網掛けの部分が退職給付会
計基準の対象である。 
図表 18：退職給付会計の適用範囲 
◆一時型退職給付制度 
制度名 資金準備 実施主体 制度区分 
退職一時金 社内 企業 確定給付 
中小企業退職金救済 社外 勤労者退職金救済機構 確定拠出 
特定退職金救済 社外 自治体、商工会議所等 確定拠出 
◆年金型退職給付制度 
確定給付年金制度(基金型) 社外 企業年金基金 確定給付 
確定給付企業年金(規約型) 社外 企業 確定給付 
厚生年金基金 社外 厚生年金基金 確定給付 
適格退職年金(2012/3 廃止) 社外 企業 確定給付 
非適格退職年金 社内・社外 企業 確定給付 
企業型確定拠出年金 社外 企業 確定拠出 
個人型確定拠出年金 社外 国民年金基金連合会 確定拠出 
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 確定給付型の企業年金制度の場合には、積み立てた資産の運用利回りが低下すると将来
の年金給付に必要な資産の確保が困難になり、不足した資産の穴埋めをするために将来の
掛金が増加することになる。すなわち、年金給付のコストが増加し、財政状態の悪化に繋
がる。このことから、企業年金に関する情報は投資情報として企業経営の観点からも重要
といえる。一方で、確定拠出型の企業年金制度の場合には、企業が毎月確定拠出年金法で
定められた拠出限度額の範囲内において算定された掛金を毎月拠出し、従業員のリスクの
もとそれを運用する。 
確定給付型の企業年金制度を含む退職給付は、従業員が提供した労働の対価として支払
われる賃金の後払いである、という賃金後払い説に立てば、退職給付費用は基本的に勤続
期間を通じた労働の提供にともなって発生することになる。また、確定給付型の企業年金
制度において、期待運用収益に関しては、計算するための期待運用収益率が用いられる。
期待運用収益率とは、各事業年度において期首の年金資産額について合理的に期待される
収益額の当該年金資産額に対する比率のことであり、年金資産のポートフォリオ、過去の
運用実績、運用方針、市場の動向等を考慮して決定される。実際の運用成果との差額は数
理計算上の差異として認識される。 
 
② 退職給付会計の会計処理方法 
 以下は、退職給付会計における仕訳のイメージは以下の通りである。 
 
当初認識・測定 退職給付費用 ×× 退職給付引当金 ×× 
事後測定 
利息相当額の計上 
勤務費用の計上 
期待運用収益の計上 
 
退職給付費用 ×× 
退職給付費用 ×× 
退職給付引当金 ×× 
 
退職給付引当金   ×× 
退職給付引当金 ×× 
退職給付費用 ×× 
まず、当初認識・測定時点において、退職給付引当金は退職給付債務の額から年金資産を
控除して決定される。その上で、事後測定において、利息費用の額や、勤務費用の額が退
職給付費用となり、退職給付引当金に加算される。反対に期待運用収益については、退職
給付引当金の額から控除される。当初認識・測定以後の退職給付引当金は、未認識数理計
算上の差異や未認識過去勤務債務の額も考慮して決定する。以下の図表 19 は、退職給付
引当金算定のイメージ図である。ここからわかるように、退職給付引当金の算定には、退
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職給付債務の額の決定が重要である。この点について、次に不確実性の評価の観点から掘
り下げたい。 
 
図表 19：退職給付引当金のイメージ図 
 
年金資産 
(期待運用収益) 
        
 
    退職給付債務 
(Projected Benefit Obligation ) 
未認識数理計算上の差異 
未認識過去勤務債務 
数理計算上の差異の費用処理額 
過去勤務債務の費用処理額  
    
    退職給付引当金 
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③ 不確実性の評価について 
退職給付引当金の当初認識・当初測定の際、退職給付債務額の決定は図表 20 のよう 
に行われる。 
図表 20：退職給付債務の測定の流れ 
 
(新日本有限責任監査法人『退職給付会計の実務』2010 年をもとに作成) 
 
 上の図からもわかるように、「Ⅰ.退職給付見込額の算定」段階において、不確実性の評 
価が反映されることになる。以後この点について、(a)発生時期、(b)発生金額、また、「Ⅲ
現在価値の算定」段階において(c)割引率、また事後測定段階の(d)見積りの変更に論点を絞
って紹介していきたい。 
まず、当初測定時の「Ⅰ.退職給付見込額の算定」の段階において、退職給付見込額は、
退職給付額×(生存支給倍率×退職確率＋死亡支給倍率×死亡確率)で計算される。(a)発生時
期の不確実性に関しては、退職確率と死亡確率の見積りによって対処されている。そして、
(b)発生金額の不確実性については、生存支給倍率と死亡支給倍率の見積りが対応している
が、ここでは支給倍率としてひとくくりにして紹介したい。 
Ⅳ.退職給付債務の算定
各年度別、退職事由別に算定した現在価値のすべてを合計して退職給付債務を算定
Ⅲ.現在価値の算定
退職給付見込額のうち期末までの発生額に対して、各年度の退職時点から現時点までの期間
の割引計算を行い、退職事由別の現在価値を算定
Ⅱ.期末までの発生額の算定
年度ごとに算定される退職事由別の退職見込額に期末までに発生していると認められる額の
割合を乗じて、退職給付見込額のうち期末までの発生額を算定
Ⅰ.退職給付見込額の算定
現時点から最終年齢(一般には定年年齢)時点までの年度ごとに、さまざまな退職事由で退職
すると仮定した場合の退職給付額を算定年度ごとに算定される。この際、退職事由別の退職
給付額に、退職事由別の退職事由を乗じて、退職事由別の退職給付見込額を算定
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まず、退職確率とは、在籍する従業員が生存退職する年齢ごとの発生率のことである。
退職率は原則として同一企業でひとつとし、年齢別に定める。退職率は従業員の在職およ
び退職の実績に基づいて算定された補整した数値とし、偶発的な要素や変動(リストラに伴
う大量退職など)は排除される。また、直近３年間以上の従業員の在職および退職の実績に
もとづいて算定されるが、異常年度の退職実績は使用されない。なお、実績データが存在
しなかったり、退職率の母集団が十分大きくないなど、過去の実績に基づいて算定するこ
とが困難な場合には、業種・規模の類似する他企業の統計実績を用いることができる。 
次に死亡確率とは、従業員の在職中および退職後における年齢ごとの死亡発生率のこと  
であり、生存人員を推計するために年齢ごとの死亡率を使うのが原則である。個々の企業
の実績よりも国民全体の生命表を基準にして設定する方法が一般的であり、合理性が高い
と考えられている。 
最後に 支給倍率については、給与が将来どのように上昇するかを推定し、それに基づ
き算定された昇給額を退職給付見込額に反映する必要がある。昇給率は個別企業における
給与規定、平均給与の実態分布および過去の昇給実績等について確実に見込まれるものを
合理的に推定して算定される。なお、ベースアップ(将来における給与水準の変動)につい
ては、確実かつ合理的に推定できる場合以外は昇給率の推定に含めてはいけない。したが
って、実際のベースアップにより退職給付が増加したときの当該影響額は、数理計算上の
差異になる。ただし、毎年のベースアップについても退職給付に反映させることが明確に
なっており、かつ今後のインフレ等の見込みから合理的に予測できる場合には昇給率のな
かに含めることが可能となる。また、静態的昇給率(ベースアップを見込まない年齢間推移
を算定したもの)に関しては、原則として退職給付算定基礎となる給与別・年齢別に定めら
れており、年齢別に算定することを原則としているが、当該方法が適当でないときは勤続
年数別などで集団の特性に適合した方法を用いることができる。具体的には、最小自乗法
やグレヴィルの補正法によって、在職従業員の統計表から抽出して得られる年齢別の粗平
均給与に対して、統計資料の偶発的な要素や変動を排除して補整を施して算定する。 
 この支給倍率を含めて見積り計算を行い退職給付債務を算定するため、当該債務は、予
測給付債務（PBO）と呼ばれている。予測給付債務とは、退職金制度に基づき、従業員の
現在時点までの勤務期間に割り当てられた給付額について、制度が存続することを前提に、
かつ予測される将来の事象（昇給、退職、死亡を含む）が生じる見込みを反映して算定さ
れた数理的現価をいう。なお、他の方法によった債務として、累積給付債務（ABO）と確
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定給付債務(VBO)が考えられる。ABO とは、PBO のうち、将来の昇給分を見込まない前
提で算定された数理的現価をいい、VBO とは、ABO のうち、受給権を取得している従業
員の給付額の数理的現価をいう。PBO によるということはこれら 3 つのうちもっとも不確
実性の高い方法によっている数値であるため、なお一層の不確実性への対応が求められる。 
なお、「Ⅲ.期末までの発生額の算定」段階においても、(b)発生金額の不確実性に対応し
ていると考えられる。わが国においては、発生額は期間定額基準を採用している。すなわ
ち、期末までに発生していると認められる額＝(退職給付見込額 /退職時点までの勤務期
間)×現在までの勤務期間ということになる。なお、そのほかにも期末までに発生している
と認められる額の算定については、給与基準、支給倍率基準、ポイント基準も考えられる。 
「Ⅲ.現在価値の算定」について、用いられる(c)割引率は、期末における長期の安全性
の高い債券の利回り（リスクを除き時間価値のみを考慮する)を基礎として決定される。わ
が国では、支払い日までの平均期間を使用して単一の割引率が使用され、実務上は平均残
存勤務年数に対応した国債の利回りが一般的に使用される。また、IAS第 19号においては、
支払時期および給付の額に応じた、原則として社債利回りによる割引率を使用することと
され、実務上は支払い期間、給付額を考慮した加重平均割引率が使用される。なお、今ま
でみてきたような退職給付債務測定のイメージ図は以下のとおりである。 
 
図表 21：退職給付債務測定のイメージ図 
 
 
 
 
 
 
                  
           
 
                               Ｔ 
       １年   ２年           将来支出  
(ASBJ『資産除去債務の会計処理に関する論点整理』2009 年 参照)  
配分 
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 事後測定段階においては、当初認識・測定段階の見積りに基づく実績と比較する形で見
直された額が、(d)見積りの変更となる。退職給付会計においては資産除去債務とは異なり、
年度ごとに算定される退職事由別の退職見込額に期末までに発生していると認められる額
の割合を乗じて、退職給付見込額のうち期末までの発生額を算定される。すなわち、年度
ごとに期末において実績値と比較し差異調整を通じて退職給付債務を実績値に近付くよう
な会計処理をとることができる。(d)については、数理計算上の差異のかたちで退職給付債
務の額に影響をあたえる。ここで、数理計算上の差異とは、年金資産の期待運用収益と運
用実勢との差異、および退職給付債務の数理計算に用いた見積数値と実績の差異、ならび
に、当該見積数値の変更等により発生した差異のことをいう。この数理計算上の差異は発
生した年度から定額法を原則として費用処理されることになる。 
また、数理計算上の差異の取扱いについては、回廊アプローチ（退職給付債務の数値を
毎期末時点において厳密に計算し、その結果生じた計算差異に一定の許容範囲を設ける方
法）と、重要性基準（基礎率等の計算基礎に重要な変動が生じない場合には計算基礎を変
更しない等計算基礎の決定にあたって合理的な範囲で重要性による判断を認める方法）が
考えられる。なお、退職給付会計において基礎率とは、上述のような退職給付債務測定の
時に使用される退職確率や生存率、支給倍率や割引率といったもののことを指す。 
数理計算上の差異の取り扱いについて、わが国の現行においては、重要性基準が採用さ
れている。この理由として、「退職給付債務が長期的な見積計算であることから」として
いる。なお、現行基準によれば、「実質的な許容範囲の幅が極めて大きくなることから、
重要性基準に加えてさらに回廊を設けることとはしない」としている。具体的には、重要
性基準においては、前期末に用いた割引率による退職給付債務と比較して、期末に算定し
た割引率によるものが１０％以上変動することがない場合には前期末の割引率を適用し、
１０％以上変動する場合は当期末のものを適用し、その差額は数理計算上の差異となって
表れる。なお、IAS 第 19 号や SFAS 第 87 号においては数理計算上の差異のアプローチと
して、回廊アプローチを採用しており、わが国の現行基準とは違う形となっている。  
 
第３項  ED との整合性について 
この項においては、今までみてきた第 1 項と第 2 項と、ED における不確実性の評価に
ついて比較し、不確実性に十分対応できているのかという観点から、ED の他の会計基準
との整合性について考察したい。不確実性に関して上述のような測定レベルでの不確実性
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の対応に加えて、負債の定義レベルでも検討していき、最後に総括としての整合性を考察
する。 
① 測定レベルの不確実性の評価の整合性 
 まず、測定レベルで不確実性の識別とその不確実性への対応について、ED について再
度まとめ、その後、測定レベルにおける不確実性の対応に関して、ED、資産除去債務会計、
退職給付債務会計の３つの会計モデルを(a)発生時期、(b)発生金額、(c)割引率、(d)見積り
の変更に焦点をあてて、ED における不確実性への対応の整合性の考察していきたい。 
まず、ＥＤにおいては、第 2 章 第 5 節で示したように、不確実性として、(a)発生時期
（リース期間）、(b)発生金額（リース料総額）、(c)割引率、(d)見積り変更の取扱いが挙げ
られている。これらの不確実性への対応として、(a)に関しては、発生確率を見積って発生
の可能性が 50％を超える最長のリース期間とし、(b)に関しては、可能性のある結果の見
積りとその結果に対する発生確率を見積りが必要であり、これらによって算定する期待結
果アプローチを採用している。(c)に関しては、レッシーの追加借入利子率または、容易に
算定可能な場合にはレッサーがレッシーに課す利子率を用いる。さらに、(d)に関しては、
リース支払義務および使用権資産の帳簿価額の修正として扱われる。これは、資産除去債
務会計におけるプロスペクティブ法と同じ方法である。なお、割引率の変更は原則的に行
わない。 
 以下、測定レベルでの整合性について考える。 
まず、(a)発生時期については、ED では、早期解約もしくは更新オプションの行使も考
慮して、解約可能なリース契約もオンバランスするため、見積りが介入するため、これに
関する不確実性に対応する必要がある。この点、資産除去債務に関しては、取得した資産
耐用年数にいたるときに資産除去債務が発生すると一般に考えられるため、大きな不確実
性は存在しない。耐用年数到来前の自発的な計画による除去ということも考えられるが、
この点に関しては、資産除去債務の適用範囲外であるため、(a)に関する資産除去債務の不
確実性は排除されているといえる。また、退職給付債務に関しては、期間配分前の退職給
付見込額の算定(＝退職給付額×(支給率×退職率＋支給率×死亡率)上、勤続期間に関する退
職率と死亡率について不確実性が存在するが、これに対しては統計的な資料に基づき対応
しており、不確実性の排除に努めているといえる。 
 これらに比べて、ED においては、(a)に関して発生確率を見積り、発生する可能性が 50％
を超える最長の期間としている。この発生確率は、支払リース料(例：割引更新価格)や変
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動リース料(例：契約解除違約金、残存価値保証、修復費用)の水準としての契約の要素や
著しいリース物件の改良の存在、生産性ロスのコスト、移転コスト、税務上の影響のよう
な非契約の要素、原資産が借手の事業に極めて重要かどうか、特別仕様かどうかといった
ビジネスの要素、企業の過去の実務や将来の意図等の要素を加味して確率を見積もること
を提案している。この点、特に非契約要素や、ビジネス要素・企業の将来の意図に関して、
どのようにリース期間の発生確率に織り込むのか、結局実務的な判断によってバラツキが
出てしまう可能性や、単に 50％を超える最長の期間としているが、この(a)における不確
実性への対応は他の 2 つの会計基準よりも十分とはいえないだろう。そのため、この点を
再度検討する必要があるであろう。 
 次に、(b)発生金額に関する不確実性に関して、ED においては、当初決められた固定の 
支払リース料のほかに変動リース料、残存価値への保証、期間オプション違約金等につい 
て考慮する必要があるとしている。これに対して、資産除去債務に関しては、その支払が 
将来のキャッシュ・アウトフローであるため、見積計算にかかる不確実性が存在するが、 
当該見積計算は、例えばある程度法令で決められていたり、過去の実績により分析すると 
いった方法によるために、不確実性を排除するような対応はとれているといえる。また、 
退職給付債務に関しては、その支払が将来のキャッシュ・アウトフローであり、さらに現 
行上は PBO の考えをとるために見積り計算にかかる不確実性が存在する。この不確実性 
に対しては、支給倍率をはじめとしたさまざまな基礎率は統計的に算出することが実務上 
一般的である。さらに退職給付債務額は、期末に発生している見込額が割り振られた累積 
値であるために、見積計算とはいえ、不確実性をなるべく排除しており、ある程度対応さ 
れていると評価できる。 
ED では、(b)の不確実性評価に関しては、その結果の発生確率を見積もり、期待結果ア
プローチを採用して算定することが提案されている。(a)と同じように、発生確率の見積り
が最重要となるが、その発生確率の見積りに関して、(a)に関してあげたように、特に非契
約要素や、ビジネス要素・企業の将来の意図に関して、どのようにリース金額の発生確率
に織り込むのか、結局実務的な判断によってバラツキが出てしまうという問題点があり、
今後検討を要するだろう。 
 (c)割引率については、資産除去債務会計や退職給付会計においては、時間価値を考慮し
た無リスク利子率を用いるため、期間を適切に考慮すれば、不確実性は乏しいと考えられ
る。一方で、EDにおいては現行のリース会計基準と同様ではあるが、追加借入利子率を割
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引率として用いる必要がある。この点、追加借入利子率に関しては、わが国の現行基準に
照らせば、以下のような利率の中から企業が適当なものを選択することとされている。  
(1) リース期間と同一の期間におけるスワップレートに借手の信用スプレッドを加味  
した利率 
(2) 新規長期借入金等の利率 
① 契約時点の利率 
② 契約が行われた月の月初又は月末の利率 
③ 契約が行われた月の平均利率 
④ 契約が行われた半期の平均利率 
なお、(2)の場合には、リース期間と同一の期間の借入れを行う場合に適用される利率 
を用いる。また、1 つのリース契約が多数のリース物件から構成されているような場合に
は、個々のリース物件ごとに現在価値基準の判定を行わずにリース契約全体で判定を行う
ことも認められる。 
（ASBJ『リースに関する会計基準の適用指針』2008年引用） 
 
上記の中から選択された追加借入利子率によって、レッシー側の支払能力を適切に反映
させなくてはならないが、無リスク利子率とくらべてしまうと、多尐なりとも不確実性が
考えられる。いかに自らの支払能力を正確に見積もるかが重要となるが、このあたりの対
応に関して現状では不確実性の排除は十分に徹底されているとまではいえないだろう。 
最後に、(d)見積りの変更に関して、EDにおいては、他の2つの会計基準とは違い、原則
的に割引率の変更が行われることがない。他の2つの基準においては割引率を変更するこ
とにより、より見積りにかかる不確実性を遡及的に排除し、債務の経済実態を忠実に反映
しているといえるが、他方、プロスペクティブ・アプローチをとり、費用配分計算の中で
の対応と整合させている。EDにおいては、基準利子率の変動に伴い割引率を修正し、変動
を損益に認識しなければならない場合にのみ限定的に割引率の変更を認めている。この対
応で十分であるのかは検討を要するところである。 
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② 定義レベルの不確実性の評価の整合性 
今度は視点を変えて、定義レベル、言い換えれば負債の性格レベルまで遡って、ED と
資産除去債務、退職給付会計の不確実性への対応について考察したい。 
まず、資産除去債務は「有形固定資産(建設仮勘定、リース資産、投資不動産なども含む)
の取得、建設、開発または通常の使用によって生じ、当該有形固定資産の除去に関して法
令または契約で要求される法律上の義務およびそれに準ずるもの」と定義されている。こ
れは図表 15 の適用範囲フローチャートにあるように、資産除去債務会計の対象となりう
る範囲を定義レベルで絞っていると考えられる。このことは、測定に行く前段階において、
不確定要素をなるべく排除しようと対応をしていると考えられる。 
また、退職給付会計において退職給付債務も、その適用範囲を確定給付型の年金制度に
限定しており、さらに期末までに発生していると認められる額としており、不確実性に対
応しているといえる。 
この点、ED ではレッシーにおけるリース負債はリース料支払義務と定義されており、
リース適用範囲に関しては、明示的に示されているわけではなく、ED の適用範囲外の契
約を列挙することで示している。すなわち、適用範囲外のリースとは、無形資産のリース、
鉱物・石油・天然ガスおよび類似の非再生資源を探査または使用するためのリース、生物
資産のリースおよび IAS 第 37 号「引当金、偶発負債および偶発資産」の不利な契約の条
件を満たした場合のリース取引開始日とリース期間の開始日の間のリースである。このこ
とにより、たとえば現行基準のファイナンス・リースのように、解約不能でかつフルペイ
アウトを満たすリース取引だけをファイナンス・リースに分類するのとは異なり、適用範
囲に幅が生じておりその分、測定の段階において考えるべき不確定要素を多くしてしまっ
ていると考える。たとえば、現行とは大きく異なり、解約可能なリースもオンバランスの
対象となり、さらに退職給付債務とは違い、期末までに発生した分に限定というわけでも
ないので、退職給付会計と比べて、この点に関しては、リースにおいて様々な不確実性が
発生する可能性があり、今後さらに高度な対応が求められるだろう。 
以上の整合性に関してのまとめは以下の図のようになる。 
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図表 22:不確実性の評価に関する整合性のまとめ 
  ED 資産除去債務会計 退職給付会計 
測
定
レ
ベ
ル 
(a) 
発生 
時期 
不確実性あり 
 
→不確実性への対応は
十分とはいえない 
不確実性なし 不確実性あり 
 
→不確実性への対応は十
分といえる 
(b) 
発生 
金額 
不確実性あり 
 
→不確実性への対応は
十分とはいえない 
不確実性あり 
 
→不確実性への対応
は十分とはいえる 
不確実性あり 
 
→不確実性への対応は十
分といえる 
(c) 
割引率 
不確実性多尐あり 
 
→不確実性への対応が
徹底出来ているとは
いえない 
不確実性なし 不確実性なし 
(d) 
見積り
の変更 
不確実性あり 
 
→不確実性への対応は
十分とはいえない 
不確実性あり 
 
→不確実性への対応
は十分とはいえる 
不確実性あり 
 
→不確実性への対応は十
分とはいえる 
定
義
レ
ベ
ル 
負債の
性格 
不確実性あり 
 
→不確実性への対応は
十分とはいえない 
不確実性あり 
 
→不確実性への対応
は十分とはいえる 
不確実性あり 
 
→不確実性への対応は十
分とはいえる 
 
 上の図表からもわかるように、資産除去債務会計や退職給付会計では、不確実性が存在
すると判断される場合にはその対応が図られ、不確実性要素の排除に努めていると考えら
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れる。これに対して、ED では、測定レベル、負債の定義レベルのすべてにおいて不確実性
が存在するが、その不確実性に関しての対応が十分にできているとはいえないのが現状で
ある。 
以上の考察から、レッシーにおいて提案されている使用権モデルは、他の会計基準と整
合しておらず、とくに不確実性の評価について問題があると考えられ、リース料支払義務
という負債の負債性、ひいては使用権資産の資産性に疑問を呈するものであることがわか
った。 
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 第３節 ハイブリッドモデルの整合性 
第 2 章第 5 節で触れたように、ED において、レッサーの会計モデルとしてハイブリッ
ドモデルを採用しており、そこでは履行義務アプローチと認識中止アプローチの選択適用
がレッサーに容認されている。 いずれのアプローチを適用するかはレッサーが原資産に関
する重要なリスク、又は便益を留保しているかどうかで決定される。すなわち、レッサー
がリース対象資産に関する重要なリスクに晒され、または便益を享受していると判断され
る場合は履行義務アプローチが採られ、レッサーがリース対象資産に関する重要なリスク
に晒されておらず、または便益も享受していないと判断される場合は、認識中止アプロー
チが採られる。以下、第 1 項 レッシー側の会計モデルとの整合性、第 2 項 収益認識
ED との整合性に分けてハイブリッドモデルの整合性を検討したい。 
  
第 1 項 レッシー側の会計モデルとの整合性 
 当項においては、ハイブリッドモデルとレッシー側で提案されている使用権モデルとの
整合性を考察する。 
レッサーにおける二つのアプローチのうち、多くの関係者が認識中止アプローチを支持
している。なぜなら、レッシー側の会計モデルである使用権モデルと履行義務モデルは不
整合が生じているためである。 
そもそも履行義務アプローチは、レッサーがリース期間にわたってリース物件の使用を
レッシーに許可する義務すなわち履行義務を負っているという考えである。一方、レッシ
ーにおいて採用されている使用権モデルには、リース物件の引渡によってレッサーの義務
の履行が完了していることがその背景にあると考えられる。(リース事業協会[2010]参照)
このため、レッサーとレッシーにおいて採用している会計モデルに対する考え方に矛盾が
あることは明らかである。また、履行義務アプローチにおいては、レッサーがリース負債(履
行義務)を計上するがこれは、レッシーが無条件のリース料支払義務を負うことと矛盾して
しまう。履行義務をレッサーが計上することによって、レッサーがリースサービス提供に
関する履行義務を条件とする債権を有し、他方、レッシーは条件付きの債務を負っている
ということになるためである。(秋葉[2010b]参照)このような理由から認識中止アプローチ
が支持されているのである。 
しかし、EDにおいては、レッサーのビジネスモデルの経済性の違いからすべてのレッサ
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ーの会計処理を1つのアプローチとするのは適切ではないとしている。具体的には、利益
が利息収益から生じ、主なリスクが相手の信用リスクであるため、レッサーのビジネスモ
デルが主として金融である場合は認識中止アプローチが、主なリスクが資産のリスクであ
り、貸手のビジネスモデルが主として当該資産の能動的な管理から収益を生み出すことで
ある場合は履行義務アプローチが適当とされている。(秋葉[2010b]参照) 
この点、全てのリースに認識中止アプローチを適用することは実務上困難であるし、あ
らゆるタイプのリースに単一の会計モデルを適用することは、理論的に適切でないと考え
られる。(リース事業協会[2010]参照)さらに、レッシーとレッサーは立場が違うので、同
じ取引を表現するにしても同じ会計モデルになるとは限らない。これは例えば売買取引に
おける購入者と譲渡者の処理を考えればわかるだろう。したがって、EDで提案されている
ようにハイブリッドモデルによってレッサーのビジネスモデルの経済性の違いによって会
計処理の多様性を認める考え方は妥当であると考えられる。次項においてこの点をさらに
収益認識EDとの整合性の観点から検討する。 
 
第 2 項 収益認識 ED との整合性 
ED において、レッサーのビジネスモデルの経済性の違いにより履行義務アプローチと
認識中止アプローチの選択適用が提案されているが、このことは収益認識、とくに収益認
識時点にどのような違いをもたらすのであろうか。第 2 章において ED におけるレッサー
側の会計処理方法でも紹介したが、簡潔に、リース取引開始日の仕訳を比べると以下のよ
うになる。 
《履行義務アプローチ》 
《認識中止アプローチ》 
リース取引開始日 リース債権     ×× 
(金銭債権) 
リース収益      ×× 
 
リース費用     ×× リース資産      ×× 
(固定資産)  
上の仕訳比較からもわかるように、履行義務アプローチで会計処理する場合、リース期
リース取引開始日 リース債権     ×× 
(金銭債権) 
リース負債      ×× 
(履行義務) 
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間を通じて収益認識されるものの、リース取引開始日においては収益認識されない。一方、
認識中止アプローチで会計処理する場合、リース期間中だけでなくリース取引開始日にも
収益認識されることになる。このように履行義務アプローチと認識中止アプローチは収益
認識時点で大きな差が生じる。 
第 1 項でも述べたとおり、レッシー側の会計モデルである使用権モデルとの整合性の観
点からは認識中止アプローチが適切といえるが、ハイブリッドという形態にして会計処理
の選択の幅を与えることが実務上および理論上妥当な理由は、収益認識の時期の観点から
も説明ができる。 
すなわち、あらゆるリース取引について会計処理を認識中止アプローチで一本化してし
まうと、多くの取引でリース対象資産の構成要素の部分的な認識中止が行われ、リース対
象資産の公正価値と帳簿価額に差がある場合には、リース取引開始日に常に利益が発生し
てしまうことになる。このことは、後にも述べるが財・サービスの支配の移転を重点に収
益認識を考える収益認識 ED と矛盾するおそれがある。認識中止アプローチではリース対
象資産の一部の構成要素という部分的な移転から収益が認識されるおそれがあるためであ
る。(ASBJ 参照)一方で、履行義務アプローチに一本化してしまうと、割賦販売取引など
と経済的に類似するようなリース取引についてもリース取引開始日になんら収益が計上さ
れることはないために、契約形態によって類似の経済取引が異なって会計処理される可能
性がある。 
このように、リース取引の経済性の違いから、リース取引がリース期間にわたって収益
を継続的に認識することが適切な取引と、経済的実質が売却取引と類似しており、売却に
準じた会計処理をしてリース取引開始日に一定の収益を認識することが適切な取引とを
別々に会計処理できる選択の余地が必要である。したがって、ハイブリッドモデルはこの
点においても妥当といえるのである。 
では、選択の幅を与えるハイブリッドモデルであるが、履行義務アプローチにおける履
行義務の考え方は、収益認識 ED において提案されている履行義務の考え方を整合してい
るのであろうか。整合性を考える上でも、まず収益認識 ED における収益認識の方法につ
いて概観したい。図表は、収益認識 ED における益認識方法の概略図である。 
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図表 23：収益認識モデルにおける５つのステップ 
 
（ASBJ『公開草案「顧客との契約から生じる収益」』2010 年 b をもとに作成） 
 
このように、収益認識EDにおいては5つのステップを踏んで収益認識が行われることが
提案されている。収益認識EDによれば「識別された履行義務を、顧客に約束した財又はサ
ービスを移転することによって充足した時に、収益を認識しなければならず、財又はサー
ビスは、顧客が財又はサービスに対する支配を獲得した時に、顧客に移転する。」とされ
ている。 
ステップ5の履行義務の充足については、(a)顧客が無条件に支払いの義務を負っている
こと、(b)顧客が法的所有権を有していること、(c)顧客が物理的に占有していること、(d)
財又はサービスのデザイン又は機能が顧客に固有のものであること、の４つの指標が提示
されている。これらの指標は必要十分な条件というわけではなく、顧客との取引を全体的
に検討して履行義務の充足時点、すなわち、収益認識時点を判断する必要がある。この収
益認識EDにおいて、リースは適用範囲外とされており、このことから、EDと収益認識ED
の整合性を考察する必要性が生じる。 
EDの履行義務アプローチにおける履行義務については、秋葉[2010b]によれば、｢レッサ
ーがリース対象資産をレッシーに使用させるにつれて、リース負債で示される履行義務が
連続的に充足されるため、レッサーはリース期間にわたって連続的にリース収益を認識す
ることとしており、これは賃借というサービスが連続的にレッシーに移転することを意味
するものである」と考えられる。したがって、履行義務の考え方については、履行義務ア
プローチの考え方と収益認識EDの考え方は整合していると考えられる。 
履行義務アプローチが整合性をもった理論的な会計アプローチだとすれば、上述のとお
Step1
•契約の識別
Step
2
•個々の履行義務の識別
Step
3
•取引価格の決定
Step
4
•取引価格の個々の履行義務への配分
Step
5
•履行義務の充足
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り、ビジネスモデルの経済性の違いからハイブリッドという形で選択肢のひとつとして、
履行義務アプローチは妥当であるといえる。上述のとおり履行義務アプローチと認識中止
アプローチは収益認識時点が相違するが、両アプローチのいずれを選択すべきかの判断の
際「経済性の違い」の定義付けが重要となってくる。 
EDにおいては「経済性の違い」は原資産の重要なリスク又は便益をレッサーが留保して
いるかどうかの違いとしている。この点において、財・サービスの「支配」の移転に着目
して収益認識時点を判断する収益認識EDとの整合性がとれていないとも考えられる。しか
し、認識中止アプローチでは資産を構成する「使用権」という財の移転を考え、履行義務
アプローチでは、賃貸サービスというサービスの移転を考えているとすれば、いずれも、
財・サービスの「支配」の移転に着目して収益認識時点を判断しているとも考えられる。
したがって、EDの考え方と収益認識EDの考え方は整合性がとれているといえる。 
以上を総括すれば、レッシーとの会計モデルとの整合性の観点からいえば履行義務アプ
ローチは認められるものではないが、経済的実質の適切かつ忠実な描写の観点から、会計
処理選択の余地が不可欠である。よって、認識中止アプローチによる会計処理以外の代替
的な会計アプローチの存在が必要となる。この点、収益認識EDとの整合性から分析を行い、
履行義務アプローチ個体として、収益認識EDと整合していることが判明した。さらに、履
行義務アプローチを選択するか、認識中止アプローチを選択するかの判断は収益認識時点
の判断につながるために、この判断においても収益認識EDとの整合が求められる。この点
に関しても、収益認識EDと整合していることが分かった。 
以上の考察より、レッサーにおいて提案されているハイブリッドモデルは、収益認識ED
と整合していることが判明した。 
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第４章 新しいリース会計基準の提言 
 この章においては、第 3 章の考察に鑑みて、まず ED に対してどのような立場をとるの
かを第１節において明らかにしたい。そのうえで、第 2 節において、自分なりの新しいリ
ース会計基準に対しての提言をしていきたい。 
 
第１節 ED に対する立場 
 ED は、ほとんどすべてのリース契約をレッシーがオンバランス化する提案をしている
ために、これが基準化されれば、第 3 章第 1 節第 2 項で概観したように、その経済的影響
は多大になり、その結果、リース需要の低迷およびリース業界の存続の危機となる可能性
がある。かといって、ED において提案された新しい会計モデルが他の会計基準と整合性
を保ち、経済実態を適切に、さらに忠実に表現するのであれば、経済的な悪影響を懸念し
て ED を採用しないのも会計基準設定の本質を欠いている。 
 では、ED において提言されたレッシー側の使用権モデルやレッサー側のハイブリッド
モデルといった新しい会計モデルが、他の会計基準と整合し、軸を成したものであるのか。
この点、第 3 章で分析・考察したように、レッシー側においては、資産除去債務や退職給
付会計と比べて、リース料支払義務の負債性に疑問が残る。資産除去債務は、その定義レ
ベルにおいて将来のどこかで必ず履行しなくてはならない債務のみに適用範囲を限定して、
資産除去債務という負債を計上している。また、退職給付会計は、負債の定義レベルにお
いて退職給付会計を確定給付型の退職年金制度に限定し、さらに将来履行する可能性の高
い給付という義務を、その測定レベルにおいて、将来発生という不確実性への対応を数理
計算として行い、退職給付債務という負債を計上している。両者とも将来発生するために
見積りの要素は存在するものの、負債の定義面もしくは測定面で、その見積りに関する不
確実性を出来るだけ排除しているといえる。 
しかし、ED においては、その負債性が定義面においても測定面においても不安定であ
り、よって評価の不確実性を排除しきれておらず、リース料支払義務という負債をオンバ
ランスするところまで会計モデルが至っていないと考える。したがって、リース料支払義
務の測定値から従属的に導き出される使用権資産ももちろんその資産性に疑問が生じてし
まう。このことは、第 2 章第 4 節で触れたような、ED の前段階の DP の提案された背景
である「リース資産の使用権やリース料を支払う義務は IASB や FASB の概念フレームワ
ークにおける資産・負債の定義を満たしているにも関わらずオンバランスされないのは、
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基準の整合性が保たれない」という問題点を根底から覆すものである。 
さらに、レッサー側に目を向ければ、ハイブリッドモデルを提案しているが、これはレ
ッシー側の会計モデルとの整合が図れていない。レッシー側が使用権モデルによりほとん
どすべてのリースをオンバランスで一本化する会計モデルを提案している反面、レッサー
側は、レッサーのビジネスモデルの経済性の相違により、履行義務モデルと認識中止モデ
ルの使い分けをする提案をしているためである。しかし、第 3 章においてみたように、と
くに収益認識時点に関しての経済性の相違の観点から選択的余地を与える必要性がある。
つまり、レッサーにビジネスモデルの経済性の相違によって会計処理の選択を容認する考
え方は、経済実態に応じた会計処理を要求することにつながり、比較可能性を高め、情報
の有用性を担保するものである。さらに、収益認識 ED と比較しても整合性はとれている
ことがわかった。 
このようにレッサー側の会計モデルに問題がないとしても、レッサー側とは違ってレッ
シー側においては、会計処理はオンバランス化の一辺倒であるため、経済実態に応じた会
計処理ができない可能性がある。したがって、レッサー側が提供する情報の有用性に倣っ
て、レッシー側にも経済的実態に応じて会計処理を選択適用できるようにすべきではない
のかと考える。 
 以上の点を考えると、ED の好影響として第 3 章第 1 節第 1 項で触れたように、
「IASB/FASB 両ボードの概念フレームワークや最近公表された他の会計基準と整合して
いる」ということは期待できないだろう。むしろ ED の提案を採用することは、とくにレ
ッシー側において他の会計基準と整合性がとれていない会計モデルを採用することになり、
もって財務報告の信頼性を揺るがしかねない。さらに、この整合性の保たれていない会計
モデルの採用によってリース需要が激減し、リース産業界を震撼させるとすれば、ED を
改善することは重大な責務である。私は、ED に対して否定的な立場をとったうえで、次
節で自分なりの新しいリース会計基準の提言を ED の改善案という形でしていきたい。 
 
 
第２節 ED の改善案 
私の改善案を述べる前にまず、ED の提案された背景に立ち戻りたい。ED の前段階とし
て DP がありその背景として以下の 4 点が挙げられていた。（秋葉[2010a]参照） 
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(a)リースについて、ファイナンス・リースとオペレーティング・リースという類似する取
引が非常に異なる 2 つの会計モデルにより会計処理されている。このことは財務諸表利
用者の比較可能性を損ねている。 
(b)レッシーはオフバランス処理できるようにリース契約を操作する可能性があり、レッシ
ーは財務諸表において認識されない資金調達の源泉を得ることになるが、このことを財務
諸表利用者が理解することは困難である。 
(c) 多くの財務諸表利用者は、オペレーティング・リースがレッシー企業の財務諸表にお
いて認識すべき資産及び負債をもたらすと考えており、これらの資産及び負債並びに損
益への影響を財務諸表に反映しようと日常的に金額を修正している。しかし財務諸表の
注記において、利用可能な情報だけでは、すでに認識されている金額に信頼性のある修
正を行う上で不十分である。 
(d)リース資産の使用権やリース料を支払う義務は IASBや FASB の概念フレームワークに
おける資産・負債の定義を満たしているにも関わらずオンバランスされないのは、基準
の整合性が保たれない。 
 
 まず前節でも述べたように(d)に関しては、フルペイアウトではなくても解約不能なリー
スについて当てはまるとしても、解約可能なリースについては、むしろ負債性及び資産性
への疑問が残ることから、問題設定自体を誤っていると考える。では(a)~(c)に関してはど
うなのであろうか。この点、(b)(c)に関しては、IAS 第 17 号にしてもわが国の現行基準に
してもファイナンス・リースとオペレーティング・リースに二分化し、とくにオペレーテ
ィング・リースは解約可能であれば注記にも表現されないために、その資金調達源泉を投
資家が認識する余地がない。このことにより、財務諸表利用者は財務諸表本体の数値を修
正することが出来ず、比較可能性を害しているといる。つまり、現行のリース会計基準は、
財務報告の有用性に問題があるといえ、その問題解決をめざした ED は、財務報告の有用
性を追求した結果の会計モデルといえる。 
 しかし、第 3 章や前節でも触れてきたように、この会計モデルには、(a)のように、ファ
イナンス・リースとオペレーティング・リースを類似する取引とみて、画一的な会計処理
を提案しているが、(d)に関する前述した指摘のように、資産性及び負債性がある取引とな
い取引という異なる取引と見る方が説得的である。視点は異なるが、ED では、レッサー
についてはビジネスモデルの相違によって会計処理を選択する提案をしており、このよう
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に、経済実態に応じて会計処理を行う方が比較可能性を高め、有用な情報を提供するもの
であると考える。したがって、財務報告の有用性という命題を解決し、経済実態に応じた
会計モデルが求められており、その会計モデルこそ、今後必要なリース会計基準なのであ
る。ED の財務報告の有用性を意図している点は、同じ考えであるために、以下では ED
の改善案という形で提言したい。 
 案のポイントは、注記という手段により、レッシー側の他の会計基準との不整合を解決
し、さらにレッサー側に倣う形で、会計処理方法の選択余地を与え、もって経済実態に即
した情報提供が行えるようになるということである。 
 
第１項 レッシー側の改善案 
 ED では、レッシー側において、ほとんどすべてのリースのオンバランス化を提案して
いるが、この「ほとんどすべて」はとくに解約可能なものまで含むために負債性に疑問が
生じているといえる。解約可能なものまで含むということは、その支払がいついくら発生
するのかが不確定、ひいてはその発生さえも不確実ということになる。リース期間に関し
てもリース料に関しても見積もりが必要となると、その見積りにかかる甚大なコストや見
積もりの正確性に不安が生じる。そのため、どちらかのうち制限をかけられるとすれば、
リース期間に関しての不確実性を一切排除してしまえばよいのではないか。 
リース期間に関する不確実性を排除することは、財務諸表本体にオンバランスさせるの
を、解約不能なリースのみに限定させることで解決できる。しかし、このままの論理では、
G4＋１の SR と同じであり、第 2 章第 1 節で触れたように、今度は解約不能とは何なのか
という疑問を生じさせてしまう。もし解約不能か可能かの判断を誤れば、同時に負債とし
て情報提供されないということになり、財務諸表利用者に誤解を招きかねない。 
そこで、解約可能なリースに関しては、現行基準では注記さえも求められないが、解約
可能なものにまで注記という形で情報提供を求めれば、SR で挙げられていたような問題
が、尐なくとも情報提供という観点においては解決するのではないか。さらに、前述の
DP の背景にもあったように、(c)において「財務諸表の注記において、利用可能な情報だ
けでは、すでに認識されている金額に信頼性のある修正を行う上で不十分である」とされ
ているが、解約可能なリースに関しても情報を開示することで解決できるだろう。  
私の ED 改善案は以下のようにまとめられる。 
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図表 24 レッシー側の会計モデル 
 
 
注記情報は、財務諸表本体にこそ表現されないが、財務諸表を通じて財務諸表利用者に
提供される。実際に多くの格付機関においては、解約不能なオペレーティング・リースの
注記情報を用いて財務諸表数値を修正して、負債比率のみでなく、インタレスト・カバレ
ッジ・レシオ、その他の財務比率を修正している。(秋葉[2010]a 参照) 
 この点に関して、上記の(c)や第 3 章第 1 節第 1 項で触れたように、ED を採用すれば、
現行基準でいう解約不能なオペレーティング・リースの注記を介して財務諸表本体の情報
を修正するというコストがなくなり財務報告の意思決定有用性が増すと財務諸表利用者に
期待されている。すなわち、この財務諸表利用者の期待と会計基準間の整合性の対立をど
う打開するかが ED 改善の論点となる。 
 そもそも、財務諸表利用者なぜ修正コストの軽減について期待を寄せているのか。それ
は、財務諸表利用者が現行基準との違いという観点から ED の効果を考えているためであ
る。つまり、現行上、財務諸表本体には表現されず、注記が求められているのは解約不能
なオペレーティング・リースだけであり、その注記を介しての財務諸表本体数値の修正コ
ストに財務諸表利用者が着眼しているためである。私の ED 改善案においては、解約不能
なリースに関してはオンバランスされ、財務諸表本体の情報となるため、そのようなコス
ト削減はクリア出来ている。解約可能なリースに関して上述のように他の会計基準との整
合性から財務諸表本体には計上できないが、注記情報として計上することで、この注記に
関しては、財務諸表利用者の修正コストを免れないが、これまで得られなかった情報を入
手することができることになるため、このような便益に照らせば十分に意義があるといえ
るのではないか。また、第 3 章第 1 節第 1 項でも触れたように、注記情報と財務諸表本体
情報という違いによって、財務諸表利用者の意思決定に違いは見られないことがわかった。
そのため、解約可能なリースについて注記情報によって開示することで、さらに財務諸表
リース
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リース
オンバランス＝
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利用者に有用な情報提供でき、もって有用な意思決定に貢献できるだろう。 
 さらに、何を解約不能に分類し、何を解約可能に分類するかについては、第 2 章第 5 節
の ED の会計モデルのリース期間の不確実性への対応で触れられていたように、例えば、
発生の可能性が 50％以上というように、その発生の蓋然性をもって決定すればよいのでは
ないだろうか。つまり、解約不能、解約可能で大きく区別するというよりは、ひとつのリ
ース取引について発生の可能性が 50％をこえるとみなす期間について財務諸表本体に計
上するというように、蓋然性を用いることでさらに投資家に有用な情報を提供できるので
はないかと考える。ただし、以後、蓋然性でオンバランスを判断するが、便宜上解約不能・
解約可能と記載する。 
 
第２項 レッサー側の改善案 
 第 3 章第 2 項で考察したように、レッサー側で提案されているハイブリッドモデルの考
え方は収益認識 ED と整合がとれているものである。しかし、前項で述べたようなレッシ
ー側の改善案に合わせるかたちでレッサー側の会計モデルも ED とは変更する必要がある。
前項で見てきたように、レッシーにおいては、解約可能なもの(ただし蓋然性をもって判断
する)を注記情報として開示することで ED の改善を図り、以て情報の有用性が増すことが
期待される。レッサーの会計モデルを考える上で、レッシーと裏表の関係で相対応するよ
うに、レッシーの改善案における論理を踏襲する形で検討した。また、収益認識 ED とも
整合性に関しても考慮した。以下レッサー側の改善案を述べる。 
 まず、解約不能なリースに関しては、リース資産を構成する使用権の売却と考えて、リ
ース資産をリース取引開始日に取り崩し(これはレッシーのリース資産となる)、リース債
権に振り替える。これは、解約不能期間を通じて収益となるのは、利息相当分だけであり、
売却分は最初に一括計上されるためである。これは、ED において提案されている認識中
止アプローチと同じ考え方である。この考え方は、使用権という財に関する支配の移転が
行われたことを条件に収益認識するため、収益認識 ED とも整合していると考えられる。 
一方、解約可能なリースに関しては、サービスの提供と考え、未履行契約にあたるため、
リース期間を通じてレッシーから受け取るリース料を収益として計上する。ただし、解約
可能な場合であっても、レッサーにおいてリース取引開始日に、どのようなリース取引か
全体図がわかるような注記情報を提供し、財務諸表利用者にとっての情報の有用性を向上
させる。このように、資産負債を両建て計上する履行義務アプローチの考え方は適用され
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ないものの、連続的なサービスの支配が移転する都度、収益認識するために、収益認識 ED
とも整合している。以上をまとめると以下の図のようになる。 
 
図表 25：レッサー側の会計モデル 
 
 
  
しかし、図表 25 をよくみれば、現行基準のレッサーの論理とよく似ていることが分か
るだろう。ただ、現行においてオペレーティング・リースは賃貸借に準ずる考えとして、
期間に応じて収益計上され、リース取引開始日には財務諸表利用者に情報提供がされない
が、この新しい論理に従えば、解約不能なものはもちろん、解約可能なものに関しても注
記情報として情報提供される。このように、レッシー側と同様、解約可能なリースに関し
ても、注記情報として開示されることで現状よりは情報の有用性が増すと考えられる。 
 
第３項 注記情報の有用性 
 このように、解約可能なリースに関して注記情報の開示という手段で対応することで、
経済実態を忠実に表現して比較可能性が高まるように、ED の改善を図ることが、私の提
言の最大の狙いである。これにより、現状に見られるようなオフバランス行為も回避でき、
IASB/FASB の共同プロジェクトの開始された当初の目的も達成されるだろう。そして会
計基準間も整合性を保つという制約の中で、最大限有用な財務情報を財務諸表利用者に提
供でき、もって財務諸表利用者は有用な投資意思決定が可能となるだろう。  
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思います。そして、早稲田大学大学院会計研究科の米山正樹先生にも、副査として的確な  
ご指摘、アドバイスを頂きました。大変お世話になりました。また、ゼミにおいて日常の  
議論を通じて多くの知識や、アドバイスを頂いた同研究室の同期や後輩の皆さま、家族の  
温かいご協力にも感謝の意を表したいと思います。 
 １年間の執筆活動の中で、様々なご指示とご協力ならびにご便宜を賜り、誠にありがと  
うございました。再度となってしまいますが、最後まで温かく見守って下さった秋葉先生  
のこれからのご健勝とますますのご活躍をお祈り申し上げます。 
 
 
2011 年 2 月 
若林 真喜子 
 
 
 
 
